
令和３年度第１回幕別町行政改革推進委員会 

 

日時：令和３年11月10日（水）午後７時～ 
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幕別町行政改革大綱（第４次）
前期推進計画 個別評価 結果概要

幕別町行政改革大綱（第４次）前期推進計画 評価結果 <概要版>

幕別町企画総務部政策推進課

１ 評価の対象

幕別町行政改革大綱（第４次）前期推進計画 平成28年度～令和２年度 ６９細項目

（大項目）

１.町民との協働に基づく行政経営の推進

協働のまちづくりの推進 ５推進項目 12細項目

安全で快適な生活環境の向上 ２推進項目 ６細項目

２.効率的で効果的な事務事業の推進

行政サービスの質の向上 ６推進項目 10細項目

官民・広域連携の強化 ３推進項目 ４細項目

行政情報の適切な運用管理 ２推進項目 ２細項目

３.迅速で機動性の高い行政組織の確立

時代に対応した機動的な組織・機構の構築 ２推進項目 ４細項目

職員定数と給与の管理 ４推進項目 ８細項目

職員の能力・意欲の向上と人材育成 ４推進項目 ７細項目

４.健全な財政運営の保持

安定した財政運営の確立 ３推進項目 ５細項目

歳入確保の推進 ４推進項目 ５細項目

財産の有効活用・処分 ３推進項目 ４細項目

入札及び契約の適正化 １推進項目 ２細項目

評 価
町民との協働
に基づく行政
経営の推進

効率的で効果
的な事務事業
の推進

迅速で機動性
の高い行政組
織の確立

健全な財政運
営の保持 計

【Ａ評価】
予定どおり取組み、成果があった
（②が３点以上かつ③+④が６点以上）

16項目 14項目 18項目 ９項目
57項目
（83％）

【Ｂ評価】
取組んだが十分な成果を得られなかった
（②が３点以上かつ③+④が５点以下）

２項目 ２項目 １項目 ６項目
11項目
（16％）

【Ｃ評価】
取組みが不十分で成果を得られなかった
（②が２点以下かつ③+④が５点以下）

０項目 ０項目 ０項目 １項目
１項目
（１％）

評価結果 １.町民との協働に基づく行政経営の推進

（中項目）

２ 評価方法

各細項目担当課において「推進計画最終年評価シート」を作成し、一次評価を実施。

評価結果の点数を基に総合評価とする。

３ 一次評価

４つの観点で点数評価（１点：不適切・不十分、２点：やや不適切・やや不十分、３点：概ね適切、４点：適切）

① 妥当性 （項目設定が妥当であったか）

② 途中経過 （目標達成に向けた過程は、適切であったか）

③ 達成度 （目標とした計画が達成されたか）

④ 効果 （目標達成に向けた取り組みにより、効果があったか）

【体系図】

４ 総合評価 ※Ａ～Ｃの３段階で評価

評価結果 ２.効率的で効果的な事務事業の推進

評価結果 ４.健全な財政運営の保持

評価結果 ３.迅速で機動性の高い行政組織の確立

（39推進項目）

評価 ４点 ３点 ２点 １点 ０点

①妥当性 12項目（75％） ４項目（25％） ― ― ―

②途中結果 ９項目（56％） ７項目（44％） ― ― ―

③達成度 ４項目（25％） 12項目（75％） ― ― ―

④効果 ６項目（38％） ８項目（50％） １項目（６％） ― １項目（６％）

■Ｃ評価項目

細項目番号 細 項 目

66
利用見込みのない土地等の売却促進
（分譲地の売却促進【目標数値～５年間売却宅地 22宅地 64,148千円】)

評価理由
分譲地について、広報紙や町ＨＰで情報提供を行っているが、分譲地に関する問い合

わせがあるものの、売却に至ってなく効果を得られていない。
改めて売却促進の手法の検討が必要と考える。

評価 ４点 ３点 ２点 １点 ０点

①妥当性 17項目（89％） ２項目（11％） ― ― ―

②途中結果 16項目（84％） ３項目（16％） ― ― ―

③達成度 10項目（53％） ７項目（36％） ２項目（11％） ― ―

④効果 13項目（69％） ４項目（21％） １項目（５％） １項目（５％） ―

評価 ４点 ３点 ２点 １点 ０点

①妥当性 14項目（88％） ２項目（12％） ― ― ―

②途中結果 ９項目（56％） ６項目（38％） １項目（６％） ― ―

③達成度 ８項目（50％） ３項目（19％） ２項目（12％） ３項目（19％） ―

④効果 ６項目（38％） ４項目（26％） ２項目（12％） ２項目（12％） ２項目（12％）

評価 ４点 ３点 ２点 １点 ０点

①妥当性 15項目（83％） ３項目（17％） ― ― ―

②途中結果 11項目（61％） ７項目（39％） ― ― ―

③達成度 ７項目（39％） 10項目（55％） １項目（６％） ― ―

④効果 ８項目（44％） ８項目（44％） １項目（６％） １項目（６％） ―

細項目：n=18

細項目：n=19

細項目：n=16

細項目：n=16

Ｒ３.11.10
第１回

幕別町行政改革推進委員会

【資料１-１】



1

H28 H29 H30 Ｒ元 Ｒ２

1 広報紙等を活用した団体事業等のＰＲの充実 ● ● ● ● ●

2 事業に応じた町民参加型ワークショップの活用 ● ● ● ● ●

3 事務事業評価の結果の公表 △ △ △ △

4 協働のまちづくり事業の充実 ● ● ● ● ●

5 ボランティア活動や地域貢献企業への支援 ● ● ● ● ●

6 働く女性への支援や男性の育児参加を行う企業への支援の検討 △ △ △ △ ●

7 男女共同参画社会実現に向けた啓発 ● ● ● ● ●

8 附属機関等に関する指針の策定 △ △ △ ●

9 附属機関の会議及び会議録の情報公開の充実 ● ● ● ● ●

10 町政モニターの実施 △ △ △ ●

11 意見公募（パブリックコメント）の充実 ● ● ● ● ●

12 ホームページを活用した町民参画機会の充実 ● ● ● ● ●

13 マイホーム応援事業の見直しの検討 △ △ △ ● ●

14 子育て相談窓口の一本化などの子育て環境の向上 ● ● ● ● ●

15 保育時間の延長などの子育て環境の向上 ● ● ● ● ●

16 自主防災組織の充実強化【目標数値:114公区(現状39公区)】 ● ● ● ● ●

17 防災訓練の充実 ● ● ● ● ●

18 防災情報・災害情報の伝達迅速化の推進 ● ● ● ● ●

19 法令遵守や情報管理等における危機管理研修の実施 ● ● ● ● ●

20 危機管理訓練の実施 ● ● ● ● ●

9 年末年始の休日の見直し
国・北海道の機関や多くの民間企業と年末年始の休日が異なることによる町民の混乱や不便を解
消するため、年末年始の休日の見直しを検討する。

21 年末年始閉庁日の見直しの検討 ● ● ● ● ●

22 申請業務手順の標準化の推進 △

23 マイナンバーの利用促進の検討 △ △ △ △

11 文書管理事務の徹底
ファイリングシステムの維持管理を徹底し、効率的な文書管理に努めることにより、業務を迅速
かつ的確に進めるとともに、町民との町政情報の共有化を推進する。

24
ファイリングシステムの維持管理の徹底
※ファイリングシステム～文書を効率的に管理するための仕組み

● ● ● ● ●

25 ホームページによる積極的な行政情報の提供 ● ● ● ● ●

26 メディアの積極的な活用の検討 ● ● ● ● ●

27 省エネルギー機器の導入促進 ● ● ● ● ●

28 新エネルギー活用の検討 △ △ △ △ △

29 指定管理者制度の活用拡大の検討 ● ● ● ● ●

30 包括的民間委託等の公民連携の導入の検討 △

15 広域行政の推進
行政サービスの向上のため、広域的に推進することが望ましい事業についての洗い出しを行い、
管内自治体との連携による広域的な取り組みを推進する。

31 連携又は広域化すべき事務事業の検討 ● ● ● ● ●

16 効果的な観光宣伝等の実施
本町の魅力を幅広く効果的に全国へ発信するため、民間の知恵とマンパワーを活用するための官
民連携手法を検討し、推進する。

32 官民連携による観光宣伝の促進 ● ● ● ● ●

17 個人情報保護及びセキュリティ対策の強化
町民の個人情報や行政情報の保護・管理のため、個人情報保護条例等に基づき、情報セキュリ
ティポリシーの策定と情報保護対策の維持・強化に努める。また、セキュリティ教育や研修を行
い、職員の情報セキュリティ意識の維持・強化を図る。

33 情報セキュリティポリシー（情報安全基本方針）の策定 ● ● ● ● ●

18 自治体クラウドの検討

自治体クラウドの構築により、遠隔地においてデータを保護することで、非常時においても業務
を継続し、住民へのサービスを維持することが期待できることから、次回の総合行政情報システ
ムの更新に向けて、クラウド化による経費負担の軽減や、セキュリティ対策の強化について調査
研究する。

34
総合行政情報システムのクラウド化の検討
※クラウド化～ネットワークを通じて、情報などをデータセンターに
管理すること

△ △ △ △

③
行
政
情
報
の

適
切
な

運
用
管
理

13 環境対策の推進
幕別町環境宣言の基本理念及び基本方針に基づき、省エネルギー機器の導入や新エネルギーの活
用を促進し、地球温暖化対策を積極的に推進し、環境負荷への配慮を行う。

　
②
官
民
・
広
域
連

携
の
強
化

14 行政サービスのアウトソーシングの推進
行政サービスをより効果的に提供するため、指定管理者制度や包括的民間委託等の公民連携（Ｐ
ＰＰ）手法などにより、民間が有するノウハウを導入することで、サービス水準の向上を図る。

２
　
効
率
的
で
効
果
的
な
事
務
事
業
の
推
進

①
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上

12 行政情報の積極的な開示（提供）
町広報紙やホームページ等に工夫を凝らすとともに、各種メディア等を活用して、分かりやすい
町政情報の的確かつ迅速な発信を図る。

7 災害に強いまちづくりの推進
「安心して住んでいられるまち」を目指し、自主防災組織の充実強化をすすめ、防災訓練を継続
して実施していく。また、防災情報・災害情報の迅速な伝達について、さらに推進していく。

8 危機管理の徹底
高い倫理観と危機管理意識を持って業務を遂行するため、研修等を通じて法令遵守（コンプライ
アンス）を徹底するとともに、メンタルヘルスや情報管理など様々なリスクに対する管理能力の
強化を図り、危機に対応できる行政体制を確立する。

4 附属機関等の効率的運営と活性化の推進
附属機関等の設置・運営に当たっては、町民の幅広い参加を促すとともに、会議の概要や会議録
などは積極的に、また分かりやすく提供する取組を推進する。

10 行政手続の簡素化・効率化
各種行政手続に要する申請書類の記載事項や押印、添付書類等の見直しや業務手順の整備を行う
ことにより、行政手続きの簡素化・迅速化を進めるとともに、マイナンバーの独自利用の検討を
進め、町民の利便性の向上を図る。

1
　
町
民
と
の
協
働
に
基
づ
く
行
政
経
営
の
推
進

①
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

1 町民参加による分かりやすい行政の推進
町民及び職員が各種団体の事業や地域の行事等に積極的に参加するよう促して、町民と行政が協
働してまちづくりを推進する。

2 公区（町内会）・町民活動等の推進・支援 公区等のボランティア活動に対する支援策（協働のまちづくり交付金など）の拡充に取り組む。

3 男女共同参画社会の実現に向けた女性参画の拡大

5 広聴活動の充実
多様化する町民ニーズを把握するために、町政モニターの募集など幅広い広聴活動について検討
するとともに、意見公募（パブリックコメント）やホームページを利用した町民参画機会の充実
を図る。

②
安
全
で
快
適
な

生
活
環
境
の

向
上

6 定住促進に向けた環境づくりの検討
「住みたいまち・住み続けたくなるまち」であるために、子育て支援策の拡充により、子育て環
境の向上を図るとともに、定住支援策の見直しの検討を進める。

性別に関わりなく、その個性と能力を十分に発揮できるよう、女性への直接的な支援にとどまら
ず、男性の育児参加の推進や、働き方の見直しを実施した企業への支援などの検討を行う。

（●：実施済、△検討中、空欄：未実施）大項目 中項目
推進項目
番号

推進項目（39項目） 実施内容
細項目
番号

細項目（69項目）

実施状況

幕別町行政改革大綱（第４次）前期推進計画　項目一覧表

0.46

0.46

Ｒ３.11.10

第１回

幕別町行政改革推進委員会

【資料１-２】

1 ページ



2

H28 H29 H30 Ｒ元 Ｒ２

（●：実施済、△検討中、空欄：未実施）大項目 中項目
推進項目
番号

推進項目（39項目） 実施内容
細項目
番号

細項目（69項目）

実施状況

【資料１-２】

35 時代に即応した組織・機構の見直し ● ● ● ● ●

36 非常時の行政機能確保手法の検討 △ △ ●

37 意思決定の迅速化と各部間の連携の強化 ● ● ● ● ●

38 内部会議の機能強化と活性化の推進 ● ● ● ● ●

39 将来を見据えた新たな定員管理計画の策定 △

40 定員・給与等の人事行政状況の分かりやすい公表 ● ● ● ● ●

22 再任用職員の効果的な活用 定年退職者の知識・技術を有効活用し、組織活力の向上に努める。 41 定年退職者の知識・技術の有効的な活用 ● ● ● ● ●

42 期限付き職員の業務に応じた適正配置 ● ● ● ● ●

43 期限付き職員の所管事務の標準化 △ ● ●

44 職務・職責に応じた雇用条件の確保 ● ● ● ● ●

45 国準拠による適正な給与制度の運用 ● ● ● ● ●

46
時間外勤務手当縮減の推進【目標数値～１人当たりの年間時間外
勤務時間　180時間（現状200時間）】

● ● ● ● ●

47 研修内容の充実 ● ● ● ● ●

48 窓口アンケートの実施や応対不適切事例の共有による能力向上 ●

49 接遇向上の取組と意識の定着化 ● ● ● ● ●

26 職員提案制度の活性化
政策決定や業務向上などの様々な場面において、アイディアの公募を行うなど、職員提案制度を
より活性化し、職員の能力の活用を図る。

50 業務向上掲示板設置等による職員のアイディア募集 ● ● ● ● ●

51 組織全体での情報共有の推進 ● ● ● ● ●

52 公募制の導入等による派遣研修の充実 △

28 人事評価制度の充実
人事評価制度の導入により、評価や適性に応じた人事制度を構築することで、職員の仕事に対す
る意識を高め、組織全体の能力の向上を図る。

53 効果的な人事評価制度の導入による組織力の向上 ● ● ● ● ●

29 公債費の繰上償還 中・長期にわたり健全な財政運営を確保するため、必要に応じ公債費の繰上償還を行う。 54 必要に応じた公債費の繰上償還の継続 ● ● ● ● ●

55 公会計制度の整備導入 ● ● ● ● ●

56 事務事業評価の導入 △ △ △ △ △

57 各公営企業の広域化の検討 ● ● ● ● ●

58 各公営企業の長期的な収支計画の策定 ● ● ● ● ●

32 広告料収入の検討 新たな広告収入を得るための手法を検討し、広告料収入の増加を図る。 59 新たな広告収入を得るための手法の検討と実施 ● ● ● ● ●

33 使用料・負担金等受益者負担の見直し 受益者負担の原則に立ち、現在の積算根拠の見直し及び見直しサイクルの検討を行う。 60 使用料・負担金等の積算根拠の見直しと見直しサイクルの検討 △ △

34 公共施設使用料減免の見直し 受益者負担の公平化の原則に立ち、減免基準の見直しを行う。 61 公共施設使用料における減免基準の統一した考え方の導入 △ △

62 組織機構の見直しによる効率的な徴収体制の確立 ● ● ● ● ●

63 収納に係る相談体制の充実 ● ● ● ●

64 地域事情を考慮した職員住宅・教員住宅の必要戸数の検討 ● ● ● ● ●

65 耐用年数を超えた建物の解体後における土地利用の検討 ● ● ● ● ●

37 普通財産の売却 普通財産のうち将来にわたって利用見込みのない土地等について売却を進める。 66 利用見込みのない土地等の売却促進 ● ● ● ● ●

38 公共施設の適正管理 公共施設等総合管理計画を策定し、計画に基づき適正に管理していく。 67 公共施設等総合管理計画の策定と適正管理 ● ● ● ● ●

68 入札・契約の透明性・公平性の更なる向上 ● ● ● ● ●

69 入札・契約業務の効率化及び簡素化の促進 ● ● ● ● ●

H28 H29 H30 Ｒ元 Ｒ２

実施済（ ● ） 50 51 51 53 58
検討中（ △ ） 4 9 11 11 11
未実施（空欄） 15 9 7 5 0

計 69 69 69 69 69

35 町税等徴収金の向上対策 組織機構の見直しにより効率的な徴収体制を確立し、併せて相談体制の充実を図る。

４
　
健
全
な
財
政
運
営
の
保
持

　
①
安
定
し
た

　
　
財
政
運
営
の
確
立

30 効果的な予算の編成
公会計制度の整備導入に合わせて、事務事業評価の導入を進めることで、各事業の効果を計り、
適正な予算配分を行う。

31 公営企業の健全な経営の推進 経営の効率化の観点で広域化の検討を行うとともに、長期的な収支計画を策定し、健全な運営に努める。

②
歳
入
確
保
の
推
進

④
入
札
及

び
契
約
の

適
正
化

39 入札・契約制度の見直し
入札・契約の透明性・公平性の向上を図るとともに、入札・契約業務の電子化など効率化及び簡
素化をさらに進める。

限られた人的資源のなか、職員個々が持っている能力の伸長のために、職場内研修などの研修機
会の拡充を図るとともに、窓口アンケートの実施や、クレーム事例などを職員全体で共有するこ
とで、接遇意識の向上を図る。

27 組織の情報収集能力の向上
国、道や民間などから最新の情報をいちはやく収集し、また、他団体の先進事例を調査研究する
とともに、組織全体で情報の共有化を図る。

③
財
産
の
有
効
活

用
・

処
分

36 職員住宅・教員住宅の戸数の見直し 将来を見据えて、地域事情を考慮した必要戸数の検討を行う。

23 期限付き職員の適正配置等
臨時的任用職員や嘱託職員などの多様な雇用形態の職員の職務に応じた適正な人員配置と、業務
の標準化を進め、職務・職責に応じた雇用条件を確保し、雇用の適正化を図る。

20 政策推進体制の充実・強化
政策推進に当たって迅速な意思決定を行い、スピード感をもって対応していくことができる組織
機構をめざし、庁内各部課の連携を密にし、内部会議の機能強化と活性化を推進する。

３
　
迅
速
で
機
動
性
の
高
い
行
政
組
織
の
確
立

①
時
代
に
対
応
し
た

機
動
的
な
組
織
・

機
構
の
構
築

19
町民から分かりやすく、機動性の高い組織・機構
の構築

多様化・複雑化する行政サービスや行政課題、町民の様々な要望に、柔軟かつ迅速に対応するた
めに組織機構の見直しを行い、町民の利便性向上のため、総合案内を設置する。また、災害時な
どの非常時の行政機能の確保手法についても検討する。

②
職
員
定
数
と
給
与
の
管
理

21 適正な職員配置に基づく定員管理
将来を見据えた新たな定員管理計画の策定と、町民に分かりやすい「定員・給与等の人事行政状
況」の公表を推進する。

24 職員給与の適正な管理
国準拠による給与制度の適正化を推進するとともに、職員の健康管理を念頭に、時間外勤務の縮
減の方策の検討を進める。

　
　
③
職
員
の
能
力
・

　
　
　
意
欲
の
向
上
と
人
材
育
成

25
職員力を高める人事管理の推進（組織全体での教
育環境の強化）

0.46

0.46

0.46
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個別
評価

説明
個別
評価

説明
個別
評価

説明
個別
評価

説明

1 広報紙等を活用した団体事業等のＰＲの充実 4
　広報紙やホームページによりイベン
トの開催周知を行い、多くの町民に参
加を促す手法は妥当

4
　計画当初より広報紙、ホームページ
での周知を行い、公式ＳＮＳについて
も運用開始した平成31年から活用して
おり、適切に取り組んだ

4
　イベントの開催について、利用可能
な手段を用いて効果的な周知が行われ
た

3
　広報紙やホームページによりイベン
ト周知を行うことにより、町民参加の
促進に寄与した。

　更なる町民の参加促進を図るために
は、各媒体の特性を効果的に活用する
手法の検討も必要
※ＳＮＳの活用方法（リツイート、
シェア、ストーリーズなどの効果的な
活用）

15 A 政策推進課

2 事業に応じた町民参加型ワークショップの活用 4

　町民参加型のワークショップの実施
は、町民が行政運営に関わる機会の創
出に繋がり、町民との協働のまちづく
りの推進に有効であることから、本項
目は妥当である。

4

　町民と一緒にスポーツを軸としたま
ちづくりを考える「町民と考えるオリ
ンピアンの町ワークショップ」及び
明野ヶ丘公園の再整備計画を策定する
ため、幕別、明野ヶ丘公園のファンを
集めたワークショップ「ファン・プロ
ジェクト・まくべつ」の２つの事業に
おいて実施した。

3
　「町民と考えるオリンピアンの町
ワークショップ」では、当初の予定人
数よりも少ない参加人数となったこと
から、一部計画どおりではなかった。

4

　無作為抽出、公募、こども対象等の
手法で参加者を募り、これまで行政と
接点の少なかった女性や若年層など幅
広い世代から参加があり、広い意見を
いただくことができたことから、協働
のまちづくりの推進が図られたものと
考える。

　今後も行政が自分事であるという意
識醸成とまちづくりに参加する手法と
してワークショップを積極的に活用し
ていく必要がある。

15 A 政策推進課
担当課

3 事務事業評価の結果の公表 4
　事務事業評価自体は、第３次推進計
画でも推進項目に設定されており、重
要な項目である。

4
　第４期計画策定当時は未実施であっ
たが、計画期間中に事業別予算、事務
事業評価のモデル実施まで到達した。

2

　令和２年度から事業別予算を導入
し、町民にとってより分かりやすい形
になったが、事務事業評価はモデル実
施であったため、町民への公表には
至っていない。

1 　町民への公表には至っていない。

　事務事業評価の実施に向け、評価
シートの作成と公表手法の研究が必
要。
町政に対する透明性の向上、効率的な
行財政運営を図るため、町民の視点に
立った事務事業評価の実施が必要。

11 B 政策推進課

4 協働のまちづくり事業の充実 4

　協働のまちづくり支援事業の支援内
容の見直しを随時行い、公区等のニー
ズに応じた支援策の拡充を実施するこ
とで、公区や町民活動の推進が図れる
ことから、本項目は妥当であった。

4
　公区等から要望のあった支援内容の
見直しや拡充を、協働のまちづくり検
討委員会で随時検討を行った。

4

　平成30年度には、町の地域防災計画
等の変更に伴う計画変更に係る費用に
ついて、新たに交付対象経費に追加し
た。また、令和元年度には、雪かき支
援に係る交付申請時の必要書類につい
て簡易化を図り、制度をより利用しや
すいものに改善した。

4

　公区等のニーズに応じ、協働のまち
づくり支援事業の見直しや拡充を実施
したことで、公区活動や町民活動を推
進し、町民との協働に基づく行政経営
の推進が図れたものと考える。

　協働のまちづくり支援事業の見直
し・拡充は、公区等のニーズに応じて
引き続き実施する。今後はより利便性
の高い事業となるよう、事業の対象と
なる団体の拡充や申請方法の簡易化等
の見直しについて、積極的に検討して
いく。

16 A 住民生活課

5 ボランティア活動や地域貢献企業への支援 4

【福祉課】地域の福祉活動を積極的に
推進する上で、ボランティアは幅広い
分野で大きな役割を果たすことが期待
されており、ボランティア活動に対す
る支援は必要であるため、本項目は妥
当であった。

【住民生活課】町民との協働のまちづ
くりを推進していく上で、ボランティ
ア活動に対する支援は必要であるた
め、本項目は妥当であった。

3

【福祉課】実施過程については、新型
コロナウイルスの影響で、当初の計画
と一部変更して事業を実施した。

【住民生活課】身近な公共空間である
公園及び緑地の環境美化活動につい
て、町民等が里親になって、ボラン
ティアで管理する「公園見守り隊」を
実施した。

3

【福祉課】新型コロナウイルスの影響
により、一部の事業が休止または延期
となったが概ね当初の目的は達成され
ている。

【住民生活課】「公園見守り隊」の実
施とその支援を行ったため、項目は達
成されたものと考えるが、実施団体の
増加が見られなかったことから、制度
周知の手法とその内容について、改善
の余地があると考える。

3

【福祉課】社会福祉協議会に町が補助
することで、地域福祉の推進に大きく
寄与された。

【住民生活課】「公園見守り隊」の実
施とその支援によって、取組による効
果があったものと考えるが、制度周知
の手法や支援の充実によって実施団体
が増加することにより、より協働のま
ちづくりの推進が図られるものと考え
る。

【福祉課】社会福祉協議会は営利を目
的としない組織であるため、独自の事
業については採算が取れなくなってい
るものもあり、町からの委託事業や補
助金への依存度も高くなっている。今
後は他の社会福祉協議会の運営等につ
いて研究し、社会福祉協議会の組織運
営の充実に向け支援を継続していく必
要がある。

【住民生活課】「公園見守り隊」につ
いては、制度周知の手法や実施団体へ
の支援策を改善して、実施団体の増加
を図る。他のボランティア活動に対し
ては、支援策を検討し、更なるボラン
ティア活動の推進に努める。

13 A 福祉課
住民生活課

6
働く女性への支援や男性の育児参加を行う企業へ
の支援の検討 4

　男女共同参画社会の実現に向けた女
性参画の拡大について、支援策を検討
する項目設定については、妥当である
と考える。

3

　毎年行っている雇用実態調査におい
て、事業所の育児休業の普及、国の制
度周知を行い、調査結果においても育
児休業の普及率がわずかではあるが向
上している。

3

　雇用実態調査を通じて国の支援制度
の周知や、制度の普及・啓発を行うこ
とができたほか、町ホームページに
「職場における子育て支援」のページ
を作成するなど情報発信することはで
きた。

3

　国の支援制度を周知することで、育
休取得率を高め、女性の活躍推進を後
押しすることはできた。
育休取得者　19人(H29）→　38人
(R02）

　国の支援制度が充実しているため、
町独自の支援策を行う必要はないと考
える。
今後は、国の支援制度の周知を行うこ
とで、育休取得率を高め、女性の活躍
推進を後押しすることに努める。

13 A 商工観光課

7 男女共同参画社会実現に向けた啓発 4

【住民生活課】男女の別に関わりな
く、社会のあらゆる分野でその個性と
能力を十分に発揮し、活躍できる男女
共同参画社会を実現するためにも、本
項目は妥当であった。

【総務課】男女共同参画社会実現に向
けた啓発は、男女がお互いを理解し、
尊重し合うことで、男女ともに暮らし
やすく、働きやすい社会を実現するこ
とを目的としており、町の発展のため
に必要なことである。

4

【住民生活課】６月の男女共同参画週
間に合わせて6/21～7/1にパネル展を開
催した。このほか、公共施設内でのPR
ポスターやパンフレットの掲示や配
布、講演会やシンポジウムの開催の周
知・啓発を行った。

【総務課】企画総務部総務課では、男
女共同参画社会実現に向けた啓発とし
て、町の附属機関の公募委員を選定す
る際に男女のバランスに配慮する取組
を実施した。具体的な内容としては附
属機関の公募委員の募集を行う際、従
来より男性の応募が多かったことか
ら、当該附属機関について知識或いは
関心があると思われる女性に対し、応
募を後押しする働きかけを行った。

4

【住民生活課】男女共同参画週間に併
せたパネル展の実施、PRポスターの掲
示やパンフレット等の配布によって、
男女共同参画社会実現に向けた啓発は
達成されたものと考える。

【総務課】②の町の附属機関の委員を
選定する際に男女のバランスに配慮す
る取組を実施した結果、概ね達成され
た。（令和元年38人の公募委員中15人
が女性。令和２年は31人の公募委員中
16人が女性で、半数を超えている。）

4

【住民生活課】啓発活動が主であるた
め、効果を実感することは難しいが、
各種取組による啓発活動の実施によ
り、男女共同参画社会の実現に向けて
前進しているものと考える。

【総務課】附属機関の公募委員を選定
する際に男女のバランスに配慮する取
組は、男女共同参画社会実現に向けた
啓発として効果はあったと考えられ
る。

【住民生活課】今後においても、引き
続き男女共同参画社会の実現に資する
ため、公共施設内におけるＰＲポス
ターの掲示やパンフレットの配置、広
報紙やホームページ等への掲載、パネ
ル展の開催などの啓発活動に取り組む
ものとする。

【総務課】今後も男女の委員の比率に
配慮しつつ、多くの町民に附属機関が
設置されている意義を周知し、継続し
て内容の充実に努めていく必要があ
る。

16 A 住民生活課
総務課
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8 附属機関等に関する指針の策定 4

　附属機関等に関する指針の策定は、
附属機関の設置、運営、委員構成、会
議の公開について定めるものである。
この指針を策定することは、附属機関
の形骸化を防ぎ、透明性を確保する観
点から有効であり、附属機関等の効率
的運営と活性化の推進といった推進項
目に合致する

4

　令和元年に現在町に設置されている
附属機関やその他の諮問機関につい
て、法的な位置付けを基に大幅な整
理、見直し（新設、統廃合）を行い、
関係する条例、規則を整備した。附属
機関等に関する指針の策定について
も、この一連の見直しに合わせて一体
的に検討を行った。

4

　②の実施過程の中で、附属機関等に
関する指針の策定について検討を行
い、その後も部内で検討を重ね、起案
も行ったが、一般的な附属機関等に関
する指針の内容については、既に町の
諸例規の中で定められており、あらた
めて策定をする必要がないとの結論に
至った。

4

　附属機関等に関する指針の策定の必
要性がないとの結論に至ったものの、
前期計画期間中に町の附属機関につい
て見直しを行うことができ、今後はよ
り適切な附属機関の運営ができるもの
と考えられる。

　今後も関係法令或いは町の例規の定
めに従い、適切な附属機関運営を行う
必要がある。

16 A 総務課

9 附属機関の会議及び会議録の情報公開の充実 4

　附属機関等の会議及び会議録の情報
公開の充実は、附属機関で話し合われ
た内容の透明性を確保する観点から有
効であり、附属機関等の効率的運営と
活性化の推進といった推進項目に合致
する。

3

　附属機関等の会議については、幕別
町まちづくり町民参加条例において、
原則公開するものと位置付けられてお
り、本条例に従い、各事務局において
会議の公開が決定され、また町ホーム
ページでの会議録の公開が行われてい
る。

3

　附属機関等の会議及び会議録の公開
について、公開すべきものは概ね公開
しているが、一部審議内容を鑑みて非
公開としているものがあることから、
今後公開ができるよう工夫していく必
要がある。

3

　会議の公開を充実したことにより、
多くの町民が会議の内容について目に
する機会が増え、町民との協働に基づ
く行政経営の推進に寄与したものと考
える。

　各附属機関において、公開できる会
議及び会議録を増やすことが可能か再
度点検するとともに、一回の会議の全
部について公開できなかったとして
も、一部について公開する方法がとれ
ないかについて検討する必要がある。

13 A 総務課

10 町政モニターの実施 3 　多くの町民から意見を聴取すること
は妥当 4 　具体的な実施項目である町政モニ

ターを中心に多様な手法を模索した 4

　町政モニターについては、効果的で
ないとの結論に至ったが、住民参加型
ワークショップの開催や町長への手紙
の実施により同等の効果が得られると
判断。

4
　多様な手法により町民の声を聴くこ
とにより、より効果的な事業展開が公
になる。

　多様な手法で意見聴取することが重
要であることから、今後も効果的な手
法の模索は必要 15 A 政策推進課

11 意見公募（パブリックコメント）の充実 4

　パブリックコメントを制度化（Ｈ
25.4.1施行）し、各種政策の策定や事
務事業の実施にあたり、町民への説明
責任を果たすことにより、行政運営に
おける公正の確保と透明性の向上を図
ることができたが、さらに広くパブ
リックコメントを認知いただくために
は周知方法等を含め充実を図る必要が
あることから、妥当であった。

3

　平成31年１月より、新たに町公式Ｓ
ＮＳ（Facebook、Twitter）にて、パブ
リックコメントの実施について周知を
行った。広報紙やホームページ以外の
媒体を用いて周知を行うことは、町民
への周知方法の充実を図ることになる
ため、概ね適切であった。

3

　新たに町公式ＳＮＳ（Facebook、
Twitter）にて、パブリックコメントの
実施について周知を行うことにより、
町民への周知方法の充実を図ることが
できたため、概ね目的は達成された。

3

　提出件数が０件のパブリックコメン
トが多いが、町民が関心のあるもの、
スポーツ推進計画(案)や使用料・手数
料の見直しに関する基本方針(案)など
は意見が複数提出されており、一定程
度の効果はあった。

　前期推進計画期間では、新たに町公
式ＳＮＳ（Facebook、Twitter）にて、
パブリックコメントの実施について周
知を行ったが、使用料・手数料の見直
しに関する基本方針(案)のパブリック
コメントの際、実施していることがわ
からなかったとの声もあったため、そ
のような町民に対して更なる周知方法
の検討が必要である。

13 A 担当課

12 ホームページを活用した町民参画機会の充実 4 　ホームページを活用した町民参画を
促す手法は妥当 4

　計画当初よりホームページを活用し
たパブリックコメントの募集を行っ
た。

4 　ホームページでの意見募集に加えＳ
ＮＳによる周知も行った 4

　ホームページの活用により多くの町
民の目に留まる機会が増え、計画など
の周知に効果があった

　パブリックコメントの募集にあた
り、計画の概要版の作成など見せ方の
工夫については検討が必要

16 A 政策推進課

13 マイホーム応援事業の見直しの検討 4

　過去の交付実績を分析した上で、マ
イホーム応援事業補助金の見直しを行
うことは、より効率的な定住支援策を
実施する上で必要であるため、この項
目は妥当であった。

4

　交付実績を分析し、見直すべき点を
検討した結果、令和２年度から申請者
の年齢を40歳未満に引き下げ、子育て
加算、地域加算等の金額を増額するこ
とで、地域バランスを考慮した制度設
計が図られた。

4
　令和２年度から、年齢用件や加算額
等を見直し、地域バランス等に考慮し
た制度設計で実施している。

4

　マイホーム応援事業補助金の過去の
実績を分析した上で、必要な部分の見
直しを行ったため、より効率的な定住
支援を実施できており、「住みたいま
ち・住み続けたくなるまち」の推進に
寄与したものと考える。

　マイホーム応援事業については、今
後も交付実績等を随時分析し、子育て
世代に対し効果的な支援策となるよう
見直しを検討する。
　また、子育て世代の新たなニーズに
応えるためにも、マイホーム応援事業
だけではなく、他の制度を含めた総合
的な定住支援策の見直しも並行して検
討する。

16 A 住民生活課

14 子育て相談窓口の一本化などの子育て環境の向上 3
　子育て相談により、育児不安解消や
正しい育児情報の入手の支援が行える
ため、相談窓口の一本化による子育て
環境の向上の項目は妥当である。

3

　子育て世代包括支援センターを中心
に、子育て相談の各種窓口の担当者と
定期・随時の情報交換を行うことによ
り、多層的な支援を行った。また、子
育て支援アプリを新規導入し、子育て
情報の配信を行った。新型コロナウイ
ルス感染症対策によりオンライン相談
も活用できる環境を整えた。

3

　子育て相談窓口での情報共有が進
み、子育て家庭の状況に合わせて子育
て支援サービスを提供できた。新型コ
ロナウイルス感染症のまん延により、
産後ケア事業等の利用数が前年並みで
増加はしなかった。

3
　子育て支援の充実を理由に、幕別町
に転入した子育て家庭があり、定住に
結び付いている。

　多様な子育て相談窓口をさらに周知
し、アクセスしやすい環境を整える。
子育て支援担当者が連携を深め、切れ
目ないサービス提供できるよう、情報
交換を定期・随時継続する。

12 A 保健課

15 保育時間の延長などの子育て環境の向上 3

　札内青葉保育園及び札内南保育園に
おいては、町立保育所より30分長い午
後７時までの延長保育を行っており、
町立保育所においても保育時間の延長
を実施するための検討・検証を行う機
会となり、項目として概ね妥当であっ
たと考える。

3
　毎年度、各保育所を通じ保護者ニー
ズを検証できたことから、概ね適切で
あったと考える。

3

　保護者から希望がある日のみ閉館時
間を30分延長する運用を行い、利用
ニーズの把握に努めたが、利用実績が
低かったことから、現時点で保育時間
の延長を制度化しないという結論に
至った。

3
　保育時間の延長に係る保護者のニー
ズを把握することができたので、一定
の効果があったと考える。

　近年、保育料の無償化など保育に関
する制度や環境が大きく変化してお
り、今後においても保育に係る保護者
ニーズの多様化に応えるための検討・
検証が必要である。

12 A こども課

16
自主防災組織の充実強化【目標数値:114公区(現状
39公区)】 4

　災害はいつ発生するかわからず、住
民自らも普段から備えておくことが重
要である。災害対策は「自助７割・共
助２割・公助１割」と一般的に言われ
ており、自助、共助の体制作りが災害
に強いまちづくりに置いて必要である
ことから本項目の設定は妥当である。

3

　令和２年度から防災マネージャーを
任用したことから、出前講座等により
積極的に地域に出向いて自主防災組織
に向けた啓発を行う予定であったが、
コロナ禍により活動が思うように出来
なかった。
実施過程は適切であったが、コロナ禍
においても災害は発生するおそれがあ
るため、対策が必要と考える。

3

　地域に出向いて啓発活動をすること
は出来なかったが、自主防災組織設立
に向けて２公区から相談があり、防災
マネージャーを中心として相談、支援
を行った。令和２年度中に設立するこ
とは出来なかったが、令和３年度中の
設立に向けて継続して支援を行う。

2

　令和３年度中に新たな自主防災組織
の設立が見込まれることから効果が
あったと考える。
農村部においては農事組合等の単位で
既に目的に沿った活動を実践している
ところもあり、改めて自主防災組織を
設立せずとも良いケースも見受けられ
るが、市街地の、特に浸水想定区域に
ある未組織の公区に対しては今後も継
続的な働きかけが必要である。

　今後も広報紙やホームページへの掲
載、出前講座や公区長会議などの機会
を活用して、自助、共助の重要性につ
いて意識付けをし、新たな自主防災組
織の設立や既存の自主防災組織の活動
の充実を図る。

12 B 防災環境課
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【資料１-３】

17 防災訓練の充実 4

　災害はいつ発生するかわからず、住
民自らも普段から備えておくことが重
要である。防災訓練は日頃から災害に
対する意識付けや発生時の適切な行動
に繋げる意味からも非常に重要なもの
であり、災害に強いまちづくりにおい
て必要であることから本項目の設定は
妥当である。

4

　５か年計画で実施していた地区別の
防災訓練が令和元年度で終了したこと
から、令和２年度から任用した防災マ
ネージャーを中心として自主防災組織
が実施する防災訓練について支援する
こととしており、実施過程は適切で
あった。

3

　コロナ禍で自主防災組織の活動が縮
小されたことにより、訓練を実施した
のは１組織１回に留まっており、計画
が十分に達成されたとは言えない状況
である。
災害はコロナ禍でも発生するおそれが
あることから、可能な範囲で訓練を継
続して実施することについて各組織と
検討する必要がある。

3

　唯一実施した自主防災組織（忠類錦
町公区）においては、コロナ禍での避
難を想定した訓練を実施したことか
ら、非常に効果的な訓練であり、これ
をモデルとして他の自主防災組織にお
いても同様の方法で実施することがが
可能となった。

　コロナ禍においても災害は発生する
可能性があるため、地域住民への防災
の意識付けのために継続的に訓練を実
施することが必要であり、コロナ禍で
も可能な手法を示し、実施に繋げてい
く。

14 A 防災環境課

18 防災情報・災害情報の伝達迅速化の推進 4

　災害はいつ発生するかわからず、住
民自らが生命や財産を守るために必要
な情報を迅速かつ確実に取得できるこ
とが必要であり、本項目の設定は妥当
である。

4

　従来の情報伝達手段に加えて、利用
者数の多いＬＩＮＥの運用開始や、幕
別町全域を対象とした防災行政無線の
整備など、情報取得の多重化を図る取
組みであり、実施過程は適切である。

3

　ＬＩＮＥについては令和３年３月か
ら試験運用を開始し、４月１日からの
本格運用に向けた体制を整備すること
ができた。
また、防災行政無線については、令和
３年１月末から３月中旬にかけて説明
会を開催し、全世帯のうち約８割の世
帯に戸別受信機を配布し、４月１日か
らの本格運用に備えることが出来た。

4

　情報取得の多重化のためのＬＩＮＥ
の導入や、災害時に輻輳や断線のリス
クの少ない防災行政無線を整備したこ
とにより、住民に迅速かつ確実に防災
に関する情報を発信する体制が整った
ことから、効果があったと考える。

　戸別受信機の配布率が全体では約８
割と高い水準となったが、若年層、特
に30代までの世代への配布率が56.3％
と低いため、防災行政無線の有効性を
広報紙やホームページ等への掲載、出
前講座等の機会を活用して周知し、配
布率の向上に取り組む。

15 A 防災環境課

19
法令遵守や情報管理等における危機管理研修の実
施 4

【総務課（職員係】業務の執行は法令
等に適合し、かつ、適正に行わなけれ
ばならず、さらに近年はSNSを活用した
行政情報を発信も行っており、公務員
としての高い倫理観や使命感を持つと
同時に、不正・不祥事を未然に防ぐた
めにも法令順守や情報管理等における
危機管理研修を実施することは妥当で
あった。

【総務課（情報管理係】高い倫理観と
危機管理意識を持って業務を遂行する
ため、研修等を通じた法令遵守（コン
プライアンス）の徹底、情報管理能力
の強化は不可欠であることから、項目
は妥当であった。

4

【総務課（職員係】新採用職員につい
ては、毎年地方公務員法等のコンプラ
イアンス研修を実施し、その他にも全
職員を対象にSNSリスク研修や、電算機
器の廃棄現場への立ち合いによる研修
を行っており、適切であったと考え
る。今後も定期的に全職員太陽のコン
プライアンス研修を実施予定である。

【総務課（情報管理係】情報モラルや
ＳＮＳのリスク等に関する研修会、新
規採用職員を対象とした地方公務員法
等のコンプライアンス研修、電算機器
廃棄作業における立ち合い確認を継続
して実施した。

4

【総務課（職員係】継続的・定期的に
研修を実施した。

【総務課（情報管理係】情報モラルや
ＳＮＳのリスク等に関する研修会、新
規採用職員を対象とした地方公務員法
等のコンプライアンス研修、電算機器
廃棄作業における立ち合い確認を実施
できた。

4

【総務課（職員係】取組による効果は
あったが、全職員対象の研修の参加者
を増やすような工夫が必要である。

【総務課（情報管理係】研修等を通し
て、コンプライアンスに対する理解や
危機管理意識の向上を図ることができ
た。

【総務課（職員係】今後も、法令遵守
や情報管理・モラルに関する研修を定
期的に開催し、倫理観や使命感を維
持、強化に努める。また、なるべく多
数の職員が参加できるような研修日程
や時間等の設定について精査する。

【総務課（情報管理係】情報化社会が
進んでいくことが想定されることか
ら、法令遵守（コンプライアンス）、
情報管理の徹底など危機管理意識の向
上に対する取り組みを今後も継続する
必要がある。

16 A 総務課

20 危機管理訓練の実施 4

　災害はいつ発生するかわからず、住
民の生命や財産を守るため、職員が自
分の命を守りつつ、迅速かつ適切に災
害対応に取り掛かることが出来るよう
平時の訓練は重要であり、本項目の設
定は妥当である。

4
　従来想定していた災害への備えのほ
か、コロナ禍での対応を想定した内容
を加えて訓練を実施しており、実施過
程は適切であった。

4

　主に新規採用職員等を対象とした災
害対策本部設置訓練については、コロ
ナの拡大により一度延期（５月実施予
定）したが、翌１月に改めて実施し
た。
　また、コロナ禍を想定した避難所開
設訓練を新たに実施した。（９月）
　人事異動後の避難所担当職員の配置
換えについても速やかに実施した。
（４月）

4

　従来の災害に加えて、コロナ禍にお
いては避難所での感染症拡大防止対策
が必要となることから、早期に訓練を
実施したことで課題を洗い出し、検証
結果により適切な運営マニュアルを作
成することが出来た。

　避難所担当職員が人事異動の度に代
わるため、担当する施設で迅速に避難
所開設や運営に取り掛かれるよう、計
画的に訓練を実施する。
また、収束の見えないコロナの状況に
適切に対応できるよう、避難所運営マ
ニュアルの見直しや定期的な訓練を実
施する。

16 A 防災環境課

21 年末年始閉庁日の見直しの検討 4
　国・北海道の機関や多くの民間企業
と年末年始の休日を合わせることで、
町民の混乱や不便を解消することがで
きるため項目として妥当である。

3

　広報紙やホームページのほか窓口に
チラシを配置するなど住民周知の徹底
を図るなどし、年末年始の閉庁日の変
更の実施は、当初において、苦情など
寄せられなかったことから、実施過程
は適切であるといえる。

3

　年末年始の休日の見直しを実施し、
国・北海道の機関や多くの民間企業と
年末年始の閉庁日を合わせることで、
町民の混乱や不便を解消することがで
き、項目が達成された。

3

　年末年始の休日の見直しを実施し、
国・北海道の機関や多くの民間企業と
年末年始の閉庁日を合わせることで、
町民の混乱や不便を解消する効果が
あった。

　年末年始の閉庁日と週休日で長期間
の閉庁となる場合は、臨時窓口を開設
するなどの工夫が今後も必要である。

13 A 総務課

22 申請業務手順の標準化の推進 3

　申請業務手順の標準化は、所謂申請
書等様式をできるだけ簡素にするとと
もに統一化し、申請手順も統一する取
組で、申請書を記載する町民の利便性
に資するものとして効果的な取り組み
である。しかし、一方で当初から挙げ
られていた申請書等様式のレイアウト
の統一化（記載事項のブロック化）に
ついては、記載事項が申請目的により
非常に多岐にわたることから、実行性
の面で難しいと考えられ、あくまで一
部実施に留まるものと考える。

3

　申請業務手順の標準化の推進を行う
ため、当初より個別の申請書について
記載事項の簡素化、統一化に取り組ん
だ。令和２年には、国において押印廃
止の方針が示され、関係法令の整備が
はじまったことから、この方針に併せ
て、令和３年度中に押印廃止以外の見
直しも含め、全庁的な申請書様式等の
見直しを行うべく制度設計に取り組ん
だ。

3

　申請書等様式の見直しについては前
期計画期間中に一部について実施した
ものの、大幅な見直しについては調査
に留まり、令和３年度において実施さ
れることから、前期計画中は一部未実
施とした。

2

　個別の申請書について記載事項の簡
素化、統一化に取り組んだものの、効
果は限定的であると考えられる。大幅
な見直しについては調査に留まり、令
和３年度において実施されることか
ら、前期計画中の効果は不十分とし
た。

　引き続き申請業務手順の標準化の推
進を行うため、申請書等様式の簡素
化、統一化並びに申請手順の見直しに
努める。

11 B 総務課

23 マイナンバーの利用促進の検討 3
　行政手続きの簡略化・迅速化を進め
るうえでマイナンバーの独自利用の促
進が必要であることから、項目は概ね
妥当であった。

4
　関係部署に対し、マイナンバーの独
自利用事務の実施についての確認を継
続して行った。

3

　関係部署に対するマイナンバーの独
自利用事務の実施についての確認を
行った。また、番号法の改正による独
自利用事務の追加について、関係部署
と情報を共有し情報連携に向けた対応
を実施した。

3

　関係部署に対し、マイナンバーの独
自利用事務の実施についての確認を継
続して行った。今後も独自利用事務を
実施する場合のスケジュールなど情報
共有を行うとともに、他の事務に関す
る必要性の可否について検討を行う必
要がある。

　国において行政のデジタル化が推進
されるため、マイナンバーカードの普
及を促進したうえで、マイナンバーの
活用についての検討が必要である。

13 A 総務課
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24
ファイリングシステムの維持管理の徹底
※ファイリングシステム～文書を効率的に管理す
るための仕組み

4

　より適正な行政文書管理を行うた
め、平成28年の役場本庁舎移転の際に
本格導入した現在のファイリングシス
テムは、理論及び実践方法について完
成されたシステムである。同システム
の導入後の検証は別として、現時点で
同システムの維持管理を徹底していく
ことの妥当性は疑う余地がない。

4

　ファイリングシステムの維持管理の
ため、新規採用職員に対する同システ
ムの研修を行っており、また、各課に
配置されたファイル責任者や、職員に
より構成された文書管理委員会委員に
よる定期的な指導及び点検を実施し
た。その他、定期的に文書管理委員会
を開催し、問題点の改善について話し
合い、実行するとともに、庁舎内外の
書庫の適切な管理に努めた。

3

　②のとおり実施過程は適切であり、
多くの部署においてファイリングシス
テムの維持管理が徹底されている。し
かしながら、ファイル保管庫の取り扱
いが乱れている部署が一部で見られ、
目的が完全に達成されたとまでは評価
できない。

3

　現在のファイリングシステムの維持
管理の実践は、適正な行政文書管理を
行うための効果としては大きく、業務
の迅速化にも繋がっている。一方で、
③のとおり、同システムに対する理解
不足から、システムを徹底できなかっ
た部分もある。

　今後も、より適正な行政文書管理を
行うため、現在のファイリングシステ
ムの維持管理を徹底するよう努める。

14 A 総務課

25 ホームページによる積極的な行政情報の提供 4 　ホームページにより行政情報を周知
する手法は妥当 4

　計画当初よりホームページで行政情
報の発信を行い、公式ＳＮＳについて
も運用開始した平成31年から活用して
おり、適切に取り組んだ

4
　行政情報の発信について、利用可能
な手段を用いて効果的な周知が行われ
た

4
　ホームページやＳＮＳを活用するこ
とにより効果的な行政情報の発信が行
われた。

　行政情報の効果的な発信を行ううえ
で、各媒体の特性を理解し活用する手
法の検討も必要
　※ＳＮＳの活用方法（リツイート、
シェア、ストーリーズなどの効果的な
活用）

16 A 政策推進課

26 メディアの積極的な活用の検討 4
　メディアを活用した行政情報の発信
は、町民に対して説明責任を果たすと
ともに、行政情報の積極的な開示に繋
がることから妥当である。

4 　記者クラブを活用して積極的に情報
発信するよう職員に周知を図った。 3

　庁内で記者クラブを活用すべき行政
情報が潜在的にあると考えられるた
め、一部未実施とする。

3

　記者クラブへプレスリリースを行う
ことは、行政情報の発信の効果として
大きいが、庁内全体での活用に至って
いないことから、効果を高める余地は
あると考える。

　庁内全体において、記者クラブの活
用に努めるよう、引き続き周知する必
要がある。

14 A 政策推進課

27 省エネルギー機器の導入促進 4
　LED化による削減実績を検証すること
で、今後他の施設のLED化の指針となる
ため妥当である。

4
　平成30年度で幕別地域、令和元年度
で忠類地域の防犯灯のLED化を終えたこ
とから、本年度において検証を行っ
た。

4 　防犯灯のLED化による、電力等の削減
実績を把握するため実施した。 4

　CO2排出量で1,013t-CO2/年の削減、
電気料は57％の縮減が図られたことが
わかり、今後他施設におけるLED化への
参考となった。

　公共施設のLED化などＣＯ2削減に向
け調査研究を行う。 16 A 防災環境課

28 新エネルギー活用の検討 4

【防災環境課】「脱炭素社会」に向け
て、地方自治体においても再生可能エ
ネルギー活用の促進など地球温暖化対
策に取り組んでいかなければならなこ
とから、妥当なものである。

【農林課】再生可能エネルギー（太陽
光、風力、地熱、水力、バイオマス発
電）の活用に地方自治体が取り組んで
いく必要があることから妥当である。

3

【防災環境課】新エネルギー機器の効
果やコストなど他市町村の情報収集を
行った。

【農林課】再生可能エネルギーである
太陽光、風力、地熱、水力、バイオマ
ス発電のうち、家畜ふん尿によるメタ
ン発酵バイオガス発電についての取組
みを進めてきたが、北海道電力におけ
る新たな接続の受付中止などにより、
導入希望者はいるもののバイオガスプ
ラント設置は進んでいない状況となっ
ている。

3

【防災環境課】国は、2050年までに温
室効果ガスを80％削減としていた目標
を、実質ゼロにすることとした。この
ため省エネ設備だけではなく、公共施
設等における太陽光発電やバイオマス
発電などの地域エネルギー事業の実施
に向けて検討を始めた。

【農林課】バイオガスプラントに関す
る先進地視察、町内における設置希望
者の調査等を実施し、家畜ふん尿によ
るメタン発酵バイオガス発電の導入に
向けて検討を行った。

0 【防災環境課】【農林課】現在検討中
のため効果は不明。

【防災環境課】第３期エコオフィス幕
別（町の事務事業における温室効果ガ
ス排出削減のための計画）の策定を予
定していることから、本計画に新エネ
ルギーの活用を盛り込み、更なる活用
を推進していく。

【農林課】資源エネルギー庁で検討さ
れている新たな電力買取制度（ＦＩＰ
制度）の動向を注視しつつ、引き続き
バイオガスプラント設置希望者の把握
に努める。

10 B 防災環境課
農林課

29 指定管理者制度の活用拡大の検討 3

　行政サービスをより効果的に提供す
るため、指定管理者制度において、民
間が有するノウハウを導入することは
不可欠であり、項目は概ね妥当であっ
た。

3

　導入済みの指定管理者制度につい
て、新たに平成30年度からは忠類歯科
診療所、令和元年度からは、幕別町札
内スポーツセンター、幕別町農業者ト
レーニングセンターを指定管理者に
よって管理しており、実施過程は、適
切であるといえる。

3
　指定管理者制度については、新たな
施設を導入しており、項目が達成され
たといる。

3

　指定管理者制度については、「幕別
町公の施設に係る指定管理者の指定の
手続き等に関する条例及び各指定管理
者の基本協定書」に基づき、毎年度、
施設の管理業務、経理の状況等に関
し、調査及び報告書等により、評価し
てい。総合評価として良好が２施設、
妥当が２施設となっており効果があっ
たといえる。

　指針で定める「今後、指定管理者制
度の導入を検討する施設」の27施設に
ついて、各施設管理者において検討し
た結果、新たな導入施設が３施設に留
まり、引き続き推進が必要である。

12 A 総務課

30 包括的民間委託等の公民連携の導入の検討 4

　行政サービスをより効果的に提供す
るため、包括的民間委託の公民連携
（ＰＰＰ）手法などにより、民間が有
するノウハウを導入することで、サー
ビス水準の向上を図ることは必要であ
り、項目として妥当である。

3
　包括的民間委託を行う効果が発生す
るか、他自治体の事例も含めて研究す
るために職員研修を実施した。

3
　包括的民間委託導入を検討したが、
活用できる新たな業務等はなく、現在
契約中の各業務において、メリット等
の観点から導入には至らなかった。

3

　包括的民間委託導入の検討を行った
ことで、各業務の契約方法の再確認に
繋がったことや、職員研修の実施によ
り、民間委託に対する職員の意識醸成
が図られたことから、一定効果が得ら
れたと考える。

　今後は、窓口業務などの民間委託、
新たな施設建設の際のＰＦＩ等の活用
も視野に入れるべきと考える。

13 A 総務課

31 連携又は広域化すべき事務事業の検討 4

　人口減少社会において、高齢化の進
行やインフラの老朽化により行政コス
トが増大する一方、各市町村が有する
経営資源は限られる中で、行政サービ
スを安定的、持続的、効率的かつ効果
的に提供するためには、あらゆる行政
サービスを単独の市町村だけで提供す
るのではなく、他の市町村との連携に
より提供することが必要であるため、
妥当であった。

4

　町単独では実施することが難しい事
業について、ふるさと市町村圏東ブ
ロックとして池田町、豊頃町、浦幌町
と連携して事業を検討・実施すること
ができたため、実施過程としては概ね
適切であった。

3

　平成30年４月を目標としていた十勝
圏複合事務組合と十勝環境複合事務組
合との組織統合については、本町にお
いても各種事務作業を行い、目標どお
り統合された。
　また、平成30年度からは、ふるさと
市町村圏東ブロックによる広域連携の
スケールメリットを生かし、平成30年
度と令和元年度は視察研修を実施、令
和２年度についてはコロナ禍の中、物
産展へ参加することができた。

4

　十勝圏複合事務組合と十勝環境複合
事務組合の統合により、組織の効率化
と共通経費の軽減が図られ、構成市町
村の分担金は減額となった。
　また、ふるさと市町村圏東ブロック
による広域連携により、町単独では難
しい事業を実施できたため、効果は十
分にあったと思われる。

　今後は、ふるさと市町村圏東ブロッ
クの連携については継続しつつも、新
たに、道内外の他市町村で実施されて
いるが、本町では未実施の介護保険や
墓地管理などの広域連携事業について
洗い出しを行い、担当課を含め、広域
連携の可否について検討を行うことが
必要である。

15 A 政策推進課
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【資料１-３】

32 官民連携による観光宣伝の促進 4

【商工観光課】観光推進においては宣
伝活動が必要不可欠であることから推
進項目設定については、妥当であると
考える。

【地域振興課】地域おこし協力隊の任
用による観光宣伝の促進という面で
は、道外出身者の新たな視点での観光
資源の発掘や情報発信という効果が見
込まれ、地域で生活しているからこそ
見逃している・気づかなかった、「地
元の魅力」を発信することができ、項
目として妥当・適切であった。

3

【商工観光課】観光物産協会の事業と
して、年間計画を立案し総会で会員か
ら承認を受け、会員と連携を図り進め
ているとともに、プラス８プロジェク
ト実行委員会を立ち上げる等官民連携
を図り、観光宣伝へ取り組んでいる。
Ｈ29.4～Ｈ31.3　プラス８プロジェク
トｉｎ幕別実行委員会
Ｈ31.4～現在　観光物産協会観光部会

【地域振興課】令和元年度から、地域
おこし協力隊の任用ができたが、募集
２名に対し１名の任用であった。
また、「観光」という幅広い分野の宣
伝活動を予定していたが、コロナ禍に
より地域住民の活動が制限され、日常
の風景や地元特産品などの情報発信に
とどまった。
この状況が改善された後は、イベント
等を含め、より幅広い情報を発信した
い。

3

【商工観光課】旅行商品の構築等を行
う上で、徐々にではあるが民間と連携
を図っている。

【地域振興課】コロナ禍において地域
住民の活動が制限され、イベント等例
年実施されていた行事の中止が多く見
られた。
そのような中、日常の風景や実施され
たイベント、地元特産品などの情報を
ほぼ毎日（352件）発信できたことは、
一定の成果と考える。

4

【商工観光課】民間事業者のコンテン
ツを活用し、魅力ある体験メニューの
開発を推進することができた。
　・民間旅行会社と連携した道内周遊
旅行プランにおおけるパークゴルフの
活用
　・道内小学旅行におけるパークゴル
フ体験

【地域振興課】フォロワー数を効果の
一つの指標と考えると、フェイスブッ
ク87件（55件増）、ツイッター220件
（150件増）、インスタグラム1,010件
（810件増）と令和元年度から令和２年
度にかけて、それぞれ大幅な増加が図
られ、より多くの方々に忠類地域の観
光情報がＳＮＳ等を通じて閲覧いただ
いたことが予想され、効果は大きかっ
たと考える。

【商工観光課】引き続き民間との連携
事業を積重ね、民間の利益と活力につ
ながる観光推進を図る。

【地域振興課】引き続き、地域おこし
協力隊の募集を継続し、２名体制の実
現により、地域観光のルート化を図る
など、さらなる観光宣伝を実現するこ
とで、安定的・継続的な地域の魅力発
信に努めたい。
　※令和３年度から２名体制実現

14 A 商工観光課
地域振興課

33 情報セキュリティポリシー（情報安全基本方針）の策定3
　町民の個人情報や行政情報の保護・
管理のため、情報保護対策の維持・強
化は不可欠であることから、項目は概
ね妥当であった。

3

　情報保護担当職員及び各課パソコン
管理者を対象にｅラーニングを活用し
たセキュリティ研修を継続して実施し
た。また、情報セキュリティポリシー
策定に向けた情報収集を行った。

3

　情報保護担当職員及び各課パソコン
管理者を対象にｅラーニングを活用し
たセキュリティ研修を実施した。情報
セキュリティポリシー策定には至らな
かったため、先進事例を調査研究し策
定作業を推進する必要がある。

3

　情報セキュリティポリシーは未策定
であるが、「幕別町電子計算組織管理
運営規則」を運用した情報保護対策を
講じるとともに、研修による職員のセ
キュリティ意識の向上を図ることがで
きた。

　町民の個人情報や行政情報の保護・
管理のため、セキュリティ教育や研修
を通じ、引き続き職員の情報セキュリ
ティ、個人情報保護に対する意識の維
持・強化を図る。

12 A 総務課

34
総合行政情報システムのクラウド化の検討
※クラウド化～ネットワークを通じて、情報など
をデータセンターに管理すること

4

　総合行政情報システムのクラウド化
についての調査研究は、非常時におけ
る業務継続や住民サービスの維持が期
待できることから、項目は妥当であっ
た。

4
　総合行政情報システムの更新におい
て、クラウド化と自庁式との比較検討
を行った。

3
　総合行政情報システムの更新は、自
庁式で継続使用することで更新費用の
節減が図れることから、システムの更
新（ハード）のみを実施した。

3

　次回のシステム更新が令和８年度で
あるため、国が示す令和７年度を目途
に、基幹系システムのクラウド化、国
が示す標準準拠システムへの移行、共
同利用を推進する。

　国が示す令和７年度を目途に、基幹
系システムのクラウド化、国が示す標
準準拠システムへの移行、共同利用を
推進する。

14 A 総務課

35 時代に即応した組織・機構の見直し 4

　時代に即応した組織・機構の見直し
は、多様化・複雑化する行政サービス
や行政課題等に柔軟かつ迅速に対応す
るために必要なものであり、項目とし
て妥当である。

4
　平成28年４月１日に機構改革が行わ
れて以来、毎年度組織・機構の見直し
の検討を行っている。

4
　②の検討の結果、前期計画期間中に
組織・機構の見直しが必要と判断され
ることはなかった。

4
　現在の組織・機構で十分に推進項目
を実施できていると判断されることか
ら、取組による効果はあったものと判
断する。

　今後も引き続き、多様化・複雑化す
る行政サービスや行政課題等に柔軟か
つ迅速に対応するために必要な組織・
機構の見直しを適宜行っていく。

16 A 総務課

36 非常時の行政機能確保手法の検討 4

　東日本大震災の教訓や近年の災害事
例を踏まえ、災害時においても行政機
能を維持し、町民の生命、生活及び財
産を守るため、最優先させるべき災害
応急対策業務及び優先度が高い通常業
務など継続して行わなければならない
通常業務を、発災直後から円滑かつ適
切に実施することが必要である。多様
化・複雑化する行政サービスや行政課
題、町民の様々な要望に、円滑かつ適
切に行わなければならず、非常時の行
政機能の確保の検討は妥当である。

3

　事業継続計画（ＢＣＰ）の策定に向
け、他自治体の計画や策定までの進め
方について調査を実施。また、非常用
電源の未整備施設を調査し、避難所と
なっている農業者トレーニングセン
ターなどの施設に非常用電源又は発電
機を整備した。令和２年度には「幕別
町災害時業務継続計画」を策定し、職
員に周知したことから、概ね適切で
あった。

4

　事業継続計画（ＢＣＰ）の策定に向
け、他自治体の計画や策定までの進め
方について調査を実施。また、非常用
電源の未整備施設を調査し、避難所と
なっている農業者トレーニングセン
ターなどの施設に非常用電源又は発電
機を整備した。令和２年度には「幕別
町災害時業務継続計画」を策定し、手
法を定めたことから、項目については
達成したといえる。

4
　「幕別町災害時業務継続計画」を策
定したことから、非常時の行政機能確
保の手段が整い、一定の効果が図られ
たといえる。

　幕別町災害時業務継続計画を策定し
たが、業務継続に関する訓練等を実施
し、計画の点検や是正が必要である。

15 A 総務課

37 意思決定の迅速化と各部間の連携の強化 4

　庁内の意思決定の迅速化と各部間の
連携の強化を図ることは、多様化する
行政サービス等に迅速に対応する機動
的な組織・機構の構築に繋がるため妥
当である。

4
　各部間の連携強化のため、庁議、部
長会議、課長会議を複数回実施したこ
とから適切であった。

3
　部長会議及び課長連絡会議の回数は
決まっていないため、回数が少ない年
度があったことから、一部未達成と考
える。

4 　庁内で行政課題を共有・議論する仕
組みが確立され。

　会議の回数を増やし、更なる各部間
の連携強化を検討する必要がある。 15 A 政策推進課

38 内部会議の機能強化と活性化の推進 4

　庁内の意思決定の迅速化と各部間の
連携の強化を図ることは、多様化する
行政サービス等に迅速に対応する機動
的な組織・機構の構築に繋がるため妥
当である。

4
　各部間の連携強化のため、庁議、部
長会議、課長会議を複数回実施したこ
とから適切であった。

3
　部長会議及び課長連絡会議の回数は
決まっていないため、回数が少ない年
度があったことから、一部未達成と考
える。

4
　庁内で行政課題を共有・議論する仕
組みが確立され、政策推進体制の強化
が図られた。

　会議の回数を増やし、更なる各部間
の連携強化を検討する必要がある。 15 A 政策推進課

39 将来を見据えた新たな定員管理計画の策定 4

　推進項目である適正な職員配置に基
づく定員管理は、厳しい財政状況の
中、多様化する住民ニーズに適切に対
応し、円滑な行政運営を進めていくた
めに必要であり、その計画の策定を行
うことは当該目的に合致することか
ら、妥当性を有する。

3

　前期計画期間中、平成28年４月１日
の組織・機構改革時の職員数を基に退
職者の補充を基本として定員管理を
行ってきたが、定年退職した一般職常
勤職員の再任用制度の本格的な実施、
令和元年度の一般職非常勤職員に関す
る制度改正、令和２年度に予定されて
いた一般職常勤職員の定年延長に関す
る制度改正を考慮し、具体的な計画の
策定は行わなかった。

2
　②のとおり、検討の結果策定しな
かったものであるが、計画の策定は必
要であることから達成度はやや不十分
とした。

1 　②、③のとおり、策定を行わなかっ
たため、効果は無かったと判断した。

　国における公務員の定年延長の制度
が不透明であることから、引き続き国
の動向を注視しつつ、定員管理計画作
成に向けた検討を行っていく必要があ
る。

10 B 総務課
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40 定員・給与等の人事行政状況の分かりやすい公表 4
　人事行政における公平性と透明性を
高めるために、定員・給与等の人事行
政状況を分かりやすく公表することは
妥当であったと考える。

4

　毎年11月号の広報誌にて公表してい
るほか、町ホームページ「町政情報」
に掲載し、役場、札内支所、忠類総合
支所でも閲覧できるようにしており、
適切であったと考える。

4 　毎年、計画通りに公表することがで
きた。 4

　広報、ホームページ、閲覧場所の設
置で、わかりやすい公表をすることが
できた。

　「定員・給与等の人事行政状況」に
ついては、これからも広報、ホーム
ページ、役場・総合支所等閲覧場所で
の公表を続け、人事行政の公平性と透
明性の確保に努める。また、公表の内
容については、更に見やすく、わかり
やすくなるよう工夫に努める。

16 A 総務課

41 定年退職者の知識・技術の有効的な活用 4
　定年退職者が長年培ってきた知識、
能力、経験及び技術等を、後進の職員
に還元できていることから妥当であっ
たと考える。

4
　平成26年度より幕別町職員の再任用
に関する取扱要綱に基づき選考等を実
施し、適材適所に配置しているので適
切であったと考える。

4

　再任用となる職員の経験等を考慮し
て配置することにより、現職時代に
培ってきた能力を発揮することができ
ている。直近では平成30年に６人、令
和元年度に２人、令和２年度に４人任
用しており達成している。

4
　定年退職者の長年培った能力・経験
が後進の育成をはじめ、組織力の向上
にもつながっていることから、効果が
あったと考える。

　今後、定年が引き上げになることに
伴い、公的年金支給の開始期間が遅く
なることで無収入期間が発生しないよ
う、雇用と年金の接続を図るため、任
用期間の延長を踏まえた検討を行わな
ければならない。今後も再任用の募集
は早期に行い、翌年度以降の職員配置
計画に反映して組織活力の向上を図
る。

16 A 総務課

42 期限付き職員の業務に応じた適正配置 3

　例年、300人以上の臨時職員（会計年
度任用職員）が必要となり、その職
種・職務は多種・多様であるが、そこ
に適正配置を行うための項目の設定は
概ね妥当であったと考える。

4
　必要とされる業務に対し、可能な限
り職務、職責に応じた配置を行ってき
たので、適切であったと考える。

3 　保育士等、一部で人員不足が生じて
いるものの、概ね達成されている。 4

　臨時職員（会計年度任用職員）の適
正配置により、業務や事業を予定通り
遂行できている。

　将来的にも持続可能な行政運営を図
るためには、組織としての効率性の向
上を図り、臨時職員（会計年度任用職
員）を最大限有効に活用していくため
に、適正配置について継続して取り組
んでいく必要がある。

14 A 総務課

43 期限付き職員の所管事務の標準化 4

　令和２年度から会計年度任用職員制
度が導入されるのを機に、町全体で必
要とする職務や人員を洗い出し、必要
な雇用条件を整理したことから、妥当
であったと考える。

4
　令和２年度の制度開始にあたり、令
和元年度末までに会計年度任用職員に
対する所管事務内容の精査を実施した
ことから適切であったと考える。

3

　臨時職員から会計年度任用職員に制
度移行した際に、従来から一定程度の
職務・職責に応じた雇用条件は確保さ
れていたものの、更なる雇用の適正化
を図るという点では達成されたと考え
る。

3
　会計年度任用職員の制度開始によ
り、職務・職責に応じた雇用条件がよ
り明確化されたので、効果があったと
考える。

　近年、多様化・高度化する行政ニー
ズに対応するため、臨時職員（会計年
度任用職員）についても多様な任用・
雇用形態が求められている。本町の組
織において最適と考える任用・勤務形
態の人員構成を実現し、最小のコスト
で最も効率的な行政サービスの提供を
行うことができるような人員配置に引
き続き努める必要がある。

14 A 総務課

44 職務・職責に応じた雇用条件の確保 4

　令和２年度から会計年度任用職員制
度が導入されるのを機に、「幕別町会
計年度任用職員の給与及び費用弁償に
関する条例」「幕別町会計年度任用職
員の給与の決定及び支給等に関する規
則」を整備し、職務・職責に見合った
給与体系を構築したことから、妥当で
あったと考える。

4

　これまでの臨時職員の賃金体系を
ベースとし、会計年度任用職員に求め
られる職務の内容や、求められる職
責・資格等に応じた勤務時間や給与体
系を再構築したことから、適切であっ
たと考える。

4

　「幕別町会計年度任用職員の給与の
決定及び支給等に関する規則」に会計
年度任用職員の職種別基準票を定め、
職務・職責に応じた給与体系を構築し
たほか、経験年数に応じた号給の調整
も定めたので達成されたと考える。

4
　職務・職責に応じた給与体系のほ
か、期末手当等の諸手当や休暇制度の
処遇改善も図られたことから、取組に
よる効果はあったと考える。

　多様な行政ニーズに対応するため、
臨時職員（会計年度任用職員）につい
ても職務内容や求められる職責・資格
等も多岐にわたることから、その職
務・職責に応じた適切な勤務時間や給
与体系を維持し、効率的な行政サービ
スを提供できるように努めていく必要
がある。

16 A 総務課

45 国準拠による適正な給与制度の運用 4

　幕別町はこれまでも国準拠による給
与制度の運用や、給与の適正化に努め
ているところであり、今後も町民の理
解と支持が得られるような制度の運用
を行っていく上では、妥当であると考
える。

4
　人事院勧告に基づいた給料月額の引
き上げ（引き下げ）、期末（勤勉）手
当の引き上げ（引き下げ）を実施して
おり適切であったと考える。

4
　人事院勧告に基づきその都度給与条
例の改正をおこなっているので、達成
されたと考える。

3
　国準拠による給与制度の適正化に努
めたことで、説明しやすく理解も得ら
れやすいことから効果はあったと考え
られる。

　事務の多様化や専門化に加え、市町
村への事務・権限の委譲が進む中、限
られた職員数で行政機能を十分確保で
きるような適正な人事配置や組織的な
支援体制の整備を進めるとともに、給
与制度面では引き続き町民の理解と支
持が得られるような国準拠の制度運用
に努める。

15 A 総務課

46
時間外勤務手当縮減の推進【目標数値～１人当た
りの年間時間外勤務時間　180時間（現状200時
間）】

4

　現在労働基準法で定められている時
間外労働の上限は、原則として月45時
間、年360時間であるが、、職員の健康
保持を考えた場合、上限の半分である
年間時間外勤務は180時間というのは目
標として妥当であったと考える。

3

　選挙事務や災害対応など、特殊要因
により増減はあったが、定時退庁日の
設定や22時以降の時間外勤務の届出制
の取組を継続することにより、減少傾
向であることから概ね適切であったと
考える。

4

　各年度１人あたり年間時間外実績の
推移は、H28：239時間、H29：190時
間、H30：178時間、R１：208時間、R
２：173時間であり、目標である年180
時間を下回り、達成された。

4
　時間外勤務手当が縮減されたほか、
職員の脳血管疾患や精神疾患などの健
康障害リスクが低減しているので、取
組による効果はあったと考える。

　事務の多様化や専門化に加え、市町
村への事務・権限の委譲が進む中、職
員数の減少により時間外勤務が中々減
少しない傾向であることから、職員の
健康管理に配慮しながら行政機能を十
分確保できるような適正な人事配置や
組織的な支援体制の整備を進める必要
がある。

15 A 総務課

47 研修内容の充実 4

　職員としての資質を高め、個々の能
力を伸ばしていくためには、様々な分
野の研修を受講することが必要である
ので、研修内容の充実は項目として妥
当であったと考える。

4

　職場内研修では、人事評価研修を中
心にハラスメント防止研修や政策形成
研修、働き方改革研修、地域防災研修
など適切なローテーションでの開催を
心がけており、適切であったと考え
る。

3

　令和２年度は、新型コロナウイルス
感染症の拡大に伴い研修機会が減少と
なってしまっが、その時々での社会的
な課題や法改正等に対応した研修を実
施てきており、概ね達成されたと考え
る。

4

　研修アンケートからは、研修によっ
て理解が深まったり、職員全体で課題
を共有できて良かった、今後の業務に
ぜひ生かしていきたい、というような
声が多くあることから効果はあったと
考える。

　行政を取り巻く環境や、住民の意識
も刻々と変化していくことから、常に
的確な住民サービスを提供するため
の、実務能力の向上・個々の潜在能力
の発揮・公務員倫理の認識等の研修も
適宜実施するよう努める。

15 A 総務課

48
窓口アンケートの実施や応対不適切事例の共有に
よる能力向上 3

　町民が窓口等で職員の応対をどのよ
うに感じているのかを把握するために
アンケートを実施することや、窓口対
応等の不適切事例を職員全体で共有す
ることで職員全体の意識・能力の向上
が見込まれることから、項目は妥当で
あったと考える。

4

　不適切事例が発生した際には、サイ
ボウズ（内部ネットワーク）を通じて
注意喚起を行い、窓口等での不適切事
例や苦情が寄せられた際は、その都度
関係各課に指導を実施してきた。ま
た、職場内研修として「コミュニケー
ション能力研修」、「接遇研修」、
「ハラスメント研修」などを開催し、
職員の資質向上を図ってきたので適切
と考える。

2
　不適切事例発生時の注意喚起や、不
適切事例の共有・指導については実施
したが、窓口アンケートについては実
施できなかった。

4

　不適切事例発生のたびに注意喚起す
ることで、職員自らの応対を振り返
り、職務に対する緊張感も維持されて
おり個々の能力の伸長という点では効
果があったと考える。

　近年、行政に対する要請は複雑化・
多様化しており、行政サービスを提供
するにあたり丁寧な対応や適切な身だ
しなみ、言葉づかいなどが求められて
いる。町民の信頼や満蔵度を高めるた
めに接遇力の向上は必要不可欠である
と捉え、今後も継続して不適切事例が
あった際には情報共有を継続していく
必要がある。

13 A 総務課

49 接遇向上の取組と意識の定着化 4

　応対不適切事例の未然防止や、ク
レーム等に適切な対応を行うために
は、専門家による研修を受講したり、
住民の視点に立った対応を学ぶ必要が
あるので、項目は妥当であったと考え
る。

4

　毎年、新規採用職員を対象に十勝定
住自立圏で実施している接遇研修に参
加させているほか、定期的に全職員を
対象とした接遇研修や認知症サポー
ター研修などを実施しており、適切で
あったと考える。

3
　新採用職員に対しては毎年接遇研修
を受講させており、平成29年度には全
職員を対象としたコミュニケーション
研修を実施している。

4

　これから町民を相手にすることとな
る新採用職員にとっては、接遇意識を
身につけるための重要な研修であり、
大きな効果を上げている。会計年度任
用職員を含む全職員に対しても、定期
的に接遇に関する研修機会を設けるこ
とが望ましいと考える。

　近年、行政に対する要請は複雑化・
多様化しており、行政サービスを提供
するにあたり丁寧な対応や適切な身だ
しなみ、言葉づかいなどが求められて
いる。町民の信頼や満蔵度を高めるた
めに接遇力の向上は必要不可欠である
と捉え、今後も継続して接遇研修を開
催していく必要がある。

15 A 総務課
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50 業務向上掲示板設置等による職員のアイディア募集 4
　職員の町政に対する積極的な参加を
促すことで、参加意欲の向上を図ると
ともに、町民サービスの向上に資する
点では妥当である。

4
　職員に対して毎年度制度周知を行う
とともに、採用事案については全職員
に周知することで、積極的な参加と意
欲の向上に繋げている。

3

　決裁を要せず提案者が本制度担当課
に直接提出できるようにするととも
に、｢職員提案制度審査委員会｣で公正
に提案内容を審査するなど、職員の柔
軟な発想やアイデアを生かせるような
手続きが図られている。

3
　担当業務以外の幅広い範囲で提案が
あるなど、町政に対する職員の意欲向
上に繋がっている。

　今後も引き続き、職員の柔軟な発想
やアイデアが提案される手法を研究す
る。

14 A 政策推進課

51 組織全体での情報共有の推進 4

　多様化・複雑化する行政サービスや
行政課題等に柔軟かつ迅速に対応する
ため、正確な情報を迅速且つ横断的に
共有する必要があることから、組織全
体での情報共有の推進は実施項目とし
て妥当である。

4

　国や他の自治体の先進的な取り組み
については、情報サイト「iJAMP」を利
用して情報を取得し、関係部署への情
報提供を行った。また例規改正に関す
る情報や参考図書についてはグループ
ウエアを利用して職員全員に周知し
た。また、業務に関するトラブルの発
生についても、職員全員に周知し、注
意喚起を行った。

4 　②の結果、当初の計画に沿った施策
は予定どおり実施されたと判断する。 3

　各職員への情報の提供により、概ね
十分な効果は得られたと判断している
が、提供した情報を確認していないと
思われる事例も少数ではあるが見られ
る。

　今後も引き続き、必要な情報の迅速
且つ適切な共有に努める。 15 A 総務課

52 公募制の導入等による派遣研修の充実 4

　国や北海道、その他の団体に職員を
派遣することは、本人の能力の向上の
みならず、派遣先の団体との人脈構築
に繋がることから、推進項目である組
織の情報取集能力の向上に資するもの
である。この職員の派遣をより効果的
なものとするため、意欲をもった職員
を公募することは、推進項目と合致
し、妥当である。

4
　派遣する職員の決定については、本
町において実施されている人事異動の
自己申告制度により、希望者を把握し
た上で行った。

4 　②の結果、当初の計画に沿った施策
は予定どおり実施されたと判断する。 4

　派遣する職員は人事の中で総合的に
判断されるため、希望した職員が必ず
派遣されるものではないが、派遣する
職員の公募制度自体は、派遣をより有
意義なものとする手段として効果が高
いものと考えられる。

　今後も引き続き、人事異動の自己申
告制度により希望者を把握した上で、
派遣する職員を決定するよう努める。

16 A 総務課

53 効果的な人事評価制度の導入による組織力の向上 4

　人事評価の目的は、職員の資質向
上・能力開発などの人材育成や適材適
所の人事配置の実現であり、人事評価
制度を適切に運用することが効率的な
行政運営が推進され、町民に信頼され
る行政の実現に通じることから、項目
は妥当であったと考える。

4
　新採用職員研修で毎年取り扱ってい
るほか、平成28年度～令和２年度まで
は毎年全職員を対象とした「人事評価
研修」を実施してきた。

4

　評価者研修、被評価者研修をはじ
め、目標設定の仕方など実践的な研修
会も実施しており、職員個々が目標設
定を行い自己評価し、面談を受けると
いう一連の流れは概ね定着しており、
職員の資質向上が図られている。

2

　職員が個々で目標を設定し、取り組
み、自己評価することで、資質の向上
が図られている一方で、所属によって
面談や評価結果の開示等に差異があり
その解消に向けた取組が必要である。

　人事評価制度は、職員の仕事に対す
る意識を高め、組織力の向上を目的と
するものであることから、今後も継続
しながら制度の検証を行っていく必要
がある。

14 A 総務課

54
必要に応じた公債費の繰上償還の継続
【目標数値～５年間合計　繰上償還額348,364千
円、効果額19,606千円】

4
　事務事業評価自体は、第３次推進計
画でも推進項目に設定されており、効
果が目に見えてわかりやすい項目であ
る。

4 　財政状況に応じて実施している。 4

　目標額には達しながったが、時期を
とらえて実施した。
　○目標額　繰上償還額 348,364千円
　○実績額　繰上償還額 267,115千円
（①H28：12,175千円、②H29：127,470
千円、③H30：127,470千円）

4

　財政運営上、利子負担軽減の効果は
大変大きい。
　○目標額　19,606千円
　○実績額　17,817千円（①H28：
5,577千円　②H29：6,417千円　③
H30：5,823千円）

　財政状況に応じて繰上償還を実施す
る。 16 A 政策推進課

55 公会計制度の整備導入 4
　町の財政状況をより分かりやすい内
容とするものであり、妥当な項目で
あった。

4
　平成29年度（平成28年度決算分）か
ら統一的な基準による財務書類を作成
するスケジュールで進め、予定どおり
導入した。

4

　国からの通知（総務省・行政改革に
関する留意事項 H27.8.28）に基づき、
平成28年度決算時から現在の会計処理
を補完する統一的な基準による財務書
類を作成し、町民にとってより分かり
やすい内容となった。

4

　現在の会計制度を補完する統一的な
基準による財務書類を作成し、ホーム
ページで公開することにより、町民に
とってより町の財政状況が理解しやす
いものとなった。

　効率的な財政運営を図るため、財務
書類の活用事例を調査・研究する必要
がある。

16 A 政策推進課

56 事務事業評価の導入 4
　事務事業評価自体は、第３次推進計
画でも推進項目に設定されており、重
要な項目である。

3
　第４期計画策定当時は未実施であっ
たが、計画期間中に事業別予算、事務
事業評価のモデル実施まで到達した。

3
　令和２年度から事業別予算を導入す
るとともに、事務事業評価についても
モデル的に実施した。

2
　令和２年度から事業別予算の導入、
事務事業評価のモデル実施を行った
が、２次評価、総合評価までは至らな
かった。

　①事業の必要性や目的を明確にし、
②事業実施により得られる成果を客観
的な指標を用いながら分析・評価を行
い、③その結果を踏まえ業務改善や事
業の再編・整理に反映するという一連
のサイクルを定着することで、町政に
対する透明性の向上、効率的な行財政
運営を図る。

12 B 政策推進課

57 各公営企業の広域化の検討 4

　人口減少やインフラ資産の更新時期
の到来など、地方公営企業の経営環境
は厳しさを増しており、公営企業の更
なる経営改革の推進が必要であるため
妥当であった。

4
　各省庁において、令和４年度までに
広域化・共同化計画の策定を都道府県
に要請しており、地区別検討会議が行
われるなど時期として適切であった。

4
　維持管理業務や計画策定などのソフ
ト連携や、施設の統合や共同利用など
ハード連携など、地区別検討会議など
により広域化の検討が行われている。

3
　他市町村の現状や課題など確認する
ことができ、広域化による削減効果や
可能性などについて確認することがで
きた。

　簡易水道事業・下水道関連事業（公
共下水道・個別排水・農業集落排水）
などの法適化移行を反映した投資・財
政計画（収支計画）を策定し、概ね5年
毎に見直す。

15 A 水道課

58 各公営企業の長期的な収支計画の策定 4

　人口減少やインフラ資産の更新時期
の到来など、地方公営企業の経営環境
は厳しさを増しており、公営企業が将
来にわたり安定的に事業を継続してい
くための中長期的な基本計画（収支計
画含む）である『経営戦略』の策定が
必要なため妥当であった。

4

　総務省から令和２年度までに『経営
戦略』の策定要請や、水道事業の高料
金対策・下水道事業の高資本費対策に
関わる交付税についての要件化など適
切であった。

4

　個別排水事業・農業集落排水事業に
ついては平成28年度、水道事業・簡易
水道事業・下水道事業については令和
２年度に『経営戦略』を策定し達成さ
れた。

3

　『経営戦略』の策定により、現状で
の将来収支計画の財源バランスが明確
となり、今後の使用料や設備投資など
の今後の検討課題などが明確となっ
た。

　連携効果やメリット・デメリットを
把握し、他自治体との情報共有・意見
交換等を重ねさらなる検討を進める。

15 A 水道課

59

新たな広告収入を得るための手法の検討と実施
（広告付町内案内板の設置、広報紙への広告掲載
【目標数値～５年間合計　広告料収入1,480千
円】）

4 　新たな広告掲載の手法を検討し広告
収入の増加を図る計画広告は妥当 4 　計画当初より広報紙の有料広告掲載

を行った 4 　広報紙の有料広告掲載を開始し広告
料収入の増加を図った 4

　広報紙広告、ホームページバナー広
告ともに広告料収入の増加を図ること
ができた。

　現状の広告掲載基準によって掲載拒
否とはならないが公序良俗に反する可
能性のあるケースもあり（特にホーム
ページバナー広告）掲載基準の再検討
が必要。ただしその結果、広告料収入
の減少が予想される。

16 A 政策推進課
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60
使用料・負担金等の積算根拠の見直しと見直しサ
イクルの検討 4

　受益者負担の原則の徹底及び減免基
準の見直しにより、負担の公平性・公
正性を確保することを目的に、利用者
に一定の費用等の負担を求めることは
必要であるため、妥当であった。

4

　庁内検討委員会にて受益者負担の原
則に基づく、「使用料・手数料の見直
しに関する基本方針(案)」を作成し、
パブリックコメントを実施した。ま
た、附属機関である使用料等審議会に
基本方針(案)を諮問もしていることか
ら、実施過程は適切であった。

4
　基本方針(案)を作成し、審議会を開
催、また、パブリックコメントも実施
したため、達成度としては十分であっ
た。

0 　基本方針策定中のため、効果は不
明。

　パブリックコメントの意見を受け、
3/24～4/23の期間で改めて各課から関
係団体等へ基本方針(案)を説明する機
会を設けたため、審議会が延期となっ
ている。
　緊急事態宣言発令により５月から延
期となった公区長会議（開催日未定）
で基本方針(案)を説明後、早急に審議
会を開催する必要がある。
　令和３年度中に審議会から答申を受
け基本方針を策定し、令和４年４月か
らの使用料見直しに向けて、条例改正
を行う。

12 B 政策推進課

61
公共施設使用料における減免基準の統一した考え
方の導入 4

　受益者負担の原則の徹底及び減免基
準の見直しにより、負担の公平性・公
正性を確保することを目的に、利用者
に一定の費用等の負担を求めることは
必要であるため、妥当であった。

3

　庁内検討委員会にて受益者負担の原
則に基づく、「使用料・手数料の見直
しに関する基本方針(案)」を作成し、
パブリックコメントを実施した。ま
た、附属機関である使用料等審議会に
基本方針(案)を諮問もしたが、減免基
準の統一した考え方の導入までには至
らなかった。

1
　減免基準の統一した考え方の導入ま
でには至らなかったため、達成度とし
ては不十分であった。

0 　基本方針策定中のため、効果は不
明。

　パブリックコメントの意見を受け、
3/24～4/23の期間で改めて各課から関
係団体等へ基本方針(案)を説明する機
会を設けたため、審議会が延期となっ
ている。
　緊急事態宣言発令により５月から延
期となった公区長会議（開催日未定）
で基本方針(案)を説明後、早急に審議
会を開催する必要がある。
　令和３年度中に審議会から答申を受
け基本方針を策定し、令和４年４月か
らの減免基準の見直しに向けて、条例
改正を行う。

8 B 政策推進課

62 組織機構の見直しによる効率的な徴収体制の確立 4
　町税等の収納率向上を図る上で、組
織機構の見直しによる効率的な徴収体
制の確立は妥当な項目であった。

4

　効率的な徴収体制を確立するために
収納の一元化を実施し、町税等に含ま
れない強制徴収公債権（常設保育料、
後期高齢者医療保険料、介護保険料）
も併せて徴収できる体制を構築した。
強制徴収公債権のみを一元化したこと
により、町税等に併せた滞納処分等、
徴収事務が効果的にかつ適切に実施す
ることができた。

4
　収納一元化による効率的な徴収の実
施が収納率の向上につながり、達成で
きた。

4
　町税以外の強制徴収公債権の収納率
について、収納一元化前と比較すると
向上しており、十分な効果があったと
思われる。

　引き続き収納率の向上に努めること
が必要である。 16 A 税務課

63 収納に係る相談体制の充実 4

　町税等徴収金の向上対策により、町
の歳入確保に繋がり、また、収納にか
かる相談体制の充実は住民サービスの
向上に寄与するため、項目は適切で
あった。

4
　札内支所の改築以降、毎日午後から
収納係１名を札内支所に派遣し相談体
制の充実を図った。

3

　収納係から札内支所への派遣につい
ては、家宅捜索など係全体で行う業務
がある場合や確定申告期間中等、派遣
することが出来ない期間があったが、
概ね達成された。

3

　収納係１名が常駐することにより、
町民が収納に係る相談で札内支所に来
庁した際、札内支所の職員を経由した
相談ではなく、直接、窓口で収納担当
職員に相談できる体制となり、相談体
制の充実が図られたことから、一定の
効果が得られたと考える。

　滞納者に対しては、早期の文書送付
や滞納処分等により、滞納者の数は
年々減少しており、納税相談件数も減
少している。現在の滞納者は他課にも
滞納がまたがる方が大半を占め、課税
資料の確認等、札内支所で相談を受け
ることが難しく、本町での相談が必要
となるため、札内支所への職員配置の
あり方について検討が必要であると思
われる。

14 A 税務課

64
地域事情を考慮した職員住宅・教員住宅の必要戸
数の検討 4

【総務課】修繕不能のため入居不可
能、老朽化のため入居者がいない等の
理由から、職員住宅については恒常的
に空き家となっていることから、項目
は妥当である。

【学校教育課】建築後40年を経過した
住宅が多く、近年、老朽化のため入居
者がいない等の理由から、教員住宅に
ついては恒常的に空き家となっている
場所もあることから、項目は妥当であ
る。

4

【総務課】修繕不能のため入居不可
能、老朽化のため入居者がいない等の
理由から、職員住宅については恒常的
に空き家となっている。旧教員住宅を
解体し、売却しているが、完売には至
らず、販売状況を見ながら、予定売却
価格の見直しを含め、内容を精査し
て、広報紙や町ＨＰで情報提供を実施
しており、実施過程は適切である。

【学校教育課】平成28年度に策定した
「教職員住宅戸数の適正化方針」に基
づき、計画どおりに用途廃止を行って
おり、途中経過については適切であ
る。

2

【総務課】修繕不能のため入居不可
能、老朽化のため入居者がいない等の
理由から、職員住宅については恒常的
に空き家となっている。旧教員住宅を
解体し、売却しているが、完売には至
らず、販売状況を見ながら、予定売却
価格の見直しを含め、内容を精査し
て、広報紙や町ＨＰで情報提供を実施
しているが、完売されず達成していな
い。

【学校教育課】用途廃止後の取り壊し
は進んでいないが、適正化方針に従っ
て管理戸数の管理は行われている。

3

【総務課】平成28年度６区画契約して
おり、29,870千円の効果額があった。

【学校教育課】「教職員住宅戸数の適
正化方針」に基づき、町部局への所管
換え及び用途廃止を行ったことから、
一定の効果があったと考える。

【総務課】現在、職員住宅14戸のう
ち、入居は２戸のみで恒常的に空家状
態となっている。医師住宅を除き全て
の職員住宅が30年以上経過しているこ
とから、今後は、ＰＦＩ等を活用した
新たな職員住宅の建設などについても
検討すべきである。

【学校教育課】学校管理の観点から管
理職住宅と、市街地から遠距離となる
農村地区、忠類地区の住宅を確保し、
現在の適正化方針に沿って戸数管理を
行っているが、入居率が策定当初から
減少してきており、管理戸数の見直し
が必要である。

13 B 総務課

65
耐用年数を超えた建物の解体後における土地利用
の検討 3

　修繕不能のため入居不可能、老朽化
のため入居者がいない等の理由から、
職員住宅については恒常的に空き家と
なっていることから、項目は妥当であ
る。

3

　販売状況を見ながら、売却が進まな
ければ予定売却価格の見直しを含め、
内容を精査して、広報紙や町ＨＰで情
報提供を実施しており、実施過程は適
切である。

1

　販売状況を見ながら、売却が進まな
ければ予定売却価格の見直しを含め、
内容を精査して、広報紙や町ＨＰで情
報提供を実施しているが、問い合わせ
があるものの売却には至らず、残って
いる建物の取り壊しも実施していな
い。

1 　売却実績がなく、効果は得られてい
ない。

　現在、職員住宅14戸のうち、入居は
３戸のみで恒常的に空家状態となって
いる。医師住宅を除き全ての職員住宅
が30年以上経過していることから、今
後は、ＰＦＩ等を活用した新たな職員
住宅の建設などについても検討すべき
である。

8 B 総務課

66
利用見込みのない土地等の売却促進
（分譲地の売却促進【目標数値～５年間売却宅地
22宅地 64,148千円】)

4
　普通財産のうち、利用見込みのない
土地の売却は、積極的に行うべきであ
ることから、項目は妥当である。

2

　分譲可能な土地が出た際には、分譲
中の土地の販売状況を見ながら時期等
を検討する予定であったが、販売実績
がなく、引き続き広報紙や町ＨＰで情
報提供を実施している。実施過程はや
や不十分である。

1
　分譲地の問い合わせはあるものの、
売却には至らず、項目は達成されてい
ない。

1
　分譲地の問い合わせはあるものの、
売却には至らず、効果は得られなかっ
た。

　分譲地として販売する宅地が５件、
土地整備後に分譲可能な区画が11件
残っており、今後も継続して売却が必
要である。その他の普通財産について
も不用な土地を把握し、積極的に売却
する必要がある。

8 C 総務課

8 ページ
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【資料１-３】

67 公共施設等総合管理計画の策定と適正管理 4
　公共施設の効果的、効率的な運営を
行う上で、計画的な修繕や適正配置を
考慮した統廃合を行う事は不可欠であ
ることから、項目は妥当であった。

3
　施設所管課に対して、「建築物保全
システム」の品質評価と利用状況など
を調査・入力を依頼し、「個別施設管
理計画」の策定作業の推進を図った。

2

　「建物保全システム」のおいて、各
施設の劣化度や利用状況等について、
情報共有を図ることができたが、「個
別施設管理計画」の策定が完了してい
ない施設があることから一部未実施と
する。
　※進捗率が47.1％となっている（17
施設中８施設が策定済み）。

2

　「建築物保全システム」の活用によ
り、公共施設等の適正な管理に繋がっ
ているが、「個別施設管理計画」を策
定した施設が約半分のため、効果とし
てはやや不十分と考える。

　引き続き「建築物保全システム」を
活用し、公共施設等の適正な管理を行
うとともに、「個別施設管理計画」が
未策定の施設所管課に対して、策定作
業の推進を図る必要がある。

11 B 総務課

68 入札・契約の透明性・公平性の更なる向上 4
　公共工事等の入札・契約について
は、透明性・公平性の更なる向上が求
められていることから、項目は妥当で
ある。

3

　平成30年度入札対象案件において、
全件指名競争入札の手法により実施
し、令和元年度には、公募型指名競争
入札の対象を工事（予定価格１億円以
上。）から業務（予定価格５千万以
上。）を追加するよう要綱を改正して
いる。また、令和２年度には、「競争
入札参加資格者の格付審査基準」を改
正し、客観的要素による評点のみで等
級格付けを行っていたが、発注者の主
観的要素による評点を加えており、入
札・契約の透明性・公平性の向上がで
き、実施過程は、適切である。

4

　客観的要素による評点のみで、等級
格付けを行っていたところであるが、
発注者の主観的要素による評点を加え
て、等級格付けを行うよう競争入札参
加資格者の格付審査基準を改正し、入
札・契約の透明性・公平性の更なる向
上を図り項目を達成している。

4

　公募型指名競争入札実施要綱を改正
し、令和元年度３件の公募型競争入札
を実施している。又、競争入札参加者
の格付審査基準を改正し、発注者の主
観的要素による評価点を加えたことに
より、更なる入札の透明性・公平性の
向上を図ることができ効果が得られた
といえる。

　一般競争入札など今後も公平性の確
保のため、指名競争入札に替わる新た
な入札方式を検討する必要がある。ま
た、業務の効率化のため、電子入札等
の導入も検討すべきである。

15 A 総務課

69 入札・契約業務の効率化及び簡素化の促進 3

　入札・契約業務の効率化及び簡素化
の促進については、入札参加者や担当
職員の事務等の負担軽減のため必要な
事項であることから、項目は概ね妥当
である。

3

　競争入札参加資格審査申請におい
て、電子申請システムを活用した受付
を実施し、入札参加者や担当職員の事
務の負担軽減を図るとともに、広報紙
や町ＨＰを通じて周知しており、実施
過程は概ね適切であった。

3

　競争入札参加資格審査申請におい
て、電子申請システムを活用した受付
を実施し、入札・契約事務の電子化な
どの効率化及び簡素化に努め、項目に
ついて達成している。

4

　入札・契約事務の電子化などの効率
化及び簡素化に努め、競争入札参加資
格審査申請において、電子申請システ
ムを活用した受付を実施し、システム
の導入当初（H29・30年度）0.6%だった
実績が、（H31年度・32年度）の実績で
は17.3%、R03・04年度の受付時には、
46.6%まで延び、効果があがっていると
いえる。

　一般競争入札など今後も公平性の確
保のため、指名競争入札に替わる新た
な入札方式を検討する必要がある。ま
た、業務の効率化のため、電子入札等
の導入を検討すべきである。

13 A 総務課
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第１章 第４次行政改革大綱策定の基本事項 

 

１ 行政改革大綱策定の背景と趣旨 

 

行政運営を取り巻く環境は、依然として厳しい財政状況の中、国の構造改革や地方

分権、規制緩和、権限移譲などの進展に加えて、少子高齢化を背景とした行政課題は

確実に増加している。 

 このような環境の中で、幕別町の行政改革は、昭和62年の「第１次行政改革大綱」

を皮切りに、平成８年に「第２次行政改革大綱」を策定、平成18年２月に忠類村と合

併した後に「第３次行政改革大綱」を策定し、さらには、平成23年に推進計画の見直

しを行うなど、時代の潮流に合わせながら、効率的な行政運営と財政の健全化を推進

してきた。 

 平成23年度に見直しを行った推進計画も５年間の実施期間を終えて、計画の進捗状

況を的確に評価したうえで、引き続き質の高い行政サービスを効率的かつ効果的に提

供するために、新たに「第４次行政改革大綱」を策定する。 

 

 

２ 行政改革大綱の計画期間と見直し 

 

 行政改革大綱は平成28年度から平成37年度までの10か年、推進計画は平成28年度か

ら平成32年度までの５か年とするが、平成32年度に行政改革大綱を含めた見直しを行

う。 

また、社会経済情勢の変化に適切に対応するため、この大綱に盛り込んでいない事

項で取り組むべきものが生じた場合は、積極的に取り組むものとする。 

 

 

３ 行政改革大綱の策定体制及び進行管理 

 

行政改革大綱の策定にあたっては、「第３次行政改革大綱」の推進計画に掲げた各

事項の評価を行うとともに、議会や行政改革推進委員会からの意見、町民からの意見

公募（パブリックコメント）の内容を踏まえている。 

また、行政改革大綱を効率的・計画的に推進していくために、ＰＤＣＡサイクル

（「計画（Plan）」、「実行（Do）」、「評価（Check）」、「改善（Action）」）を

取り入れたうえで、行政改革推進委員会で進捗状況の分析を行うとともに、行政改革

の推進結果を町広報やホームページ等により広く町民に公表し、町民の理解と協力を

得ながら行政改革を推進する。 
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策定体制図 

 

 

計画（Plan） 
行政改革大綱の策定 

実行（Do） 
行政改革大綱の実施 

評価（Check） 
行政改革大綱の進行評価 

改善（Action） 
行政改革大綱の見直し 

行政改革推進本部 
≪組織≫ 

 ・本部長～町長 

 ・副本部長～副町長 

 ・部員～定員30人 

≪任務≫ 

 ・行政改革大綱の策定及び実施 

 ・その他行政改革に係る重要事項 

≪専門部会≫ 

 ・第１部会 

  効率的な事務事業 

 ・第２部会 

  行政組織、町民との協働 

 ・第３部会 

  健全な財政運営 

町民 町議会 

行政改革推進委員会 

≪委員≫ 

 ・構成～識見者、公募者 

 ・定員～15人 

≪任務≫ 

 行政改革の推進に関する重要事項

を調査審議する。 

事務局 
≪任務≫ 

行政改革大綱の策定と進捗管理 

各種意見 各種報告 

大綱策定 

進捗報告 

意見具申 

意見募集 公表・報告 

進行管理体系図 
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第２章 行政改革への取り組み 

 

１ 行政改革を進めるうえでの基本的考え方 

 

 「行政改革の最終目標は行政サービスの向上にある」との基本的な認識の下、その

目標を実現するための基本的な考え方は次のとおりとする。 

 

 

 ○ 行政サービスの効率性の追求 

  時代の変化や町民ニーズに迅速かつ的確に対応できるよう、町民との協働体制や

機動的な行政組織の整備を図るとともに、最小の経費で最大の効果を得るために必

要とされる事務事業を見極め、行政サービスの効率性を高める。 

 

 

 ○ 行政サービスのバランスの保持 

  適正な受益者負担を原則とした行政サービスの公平性の確保や将来にわたって持

続可能な財政運営を維持することで、行政サービス全体から見たバランスを保持す

る。 

 

 

２ 行政改革推進事項 

 

 行政改革を進めるうえでの基本的な考え方を踏まえて、次の４つの推進事項につい

て取り組む。 

 

 

① 町民との協働に基づく行政経営の推進 

② 効率的で効果的な事務事業の推進 

③ 迅速で機動性の高い行政組織の確立 

④ 健全な財政運営の保持 
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第３章 行政改革推進計画 

 

１ 町民との協働に基づく行政経営の推進 

 

 町民との協働によるまちづくりを推進していくためには、町民ニーズを的確に把握

するとともに、町民と行政がともに町の現状を認識し課題を共有することが必要であ

ることから、町民がまちづくりに対して積極的に参加できるように、分かりやすい行

政の推進と広聴活動の充実を図る。 

 また、町民が「住み続けたくなるまち」になるために、さまざまな世代が安全で快

適に定住できる生活環境の整備を図る。 

 

 

① 協働のまちづくりの推進 

② 安全で快適な生活環境の向上 

 

 

２ 効率的で効果的な事務事業の推進 

 

効率的で効果的な事務事業を推進していくために、町民が行政サービスや行政情報

を利用しやすい環境整備を図るとともに、民間手法の活用や管内自治体と連携による

広域行政を進める。 

また、町民の個人情報や行政情報の保護を適切に運用管理していくために、時代の

変化に対応した管理体制を継続的に行い、組織としてのセキュリティ強化を図る。 

 

 

① 行政サービスの質の向上 

② 官民・広域連携の強化 

③ 行政情報の適切な運用管理 

 

 

３ 迅速で機動性の高い行政組織の確立 

 

 多様化・複雑化する行政サービスや町民からの様々な要望に、柔軟かつ迅速に対応

するために、町民から分かりやすく機動性の高い組織機構を目指し、職員定数の適正

化を図る。 

 また、限られた人的資源と財源の中、職員が持っている力を最大限に発揮するため、

研修体制を確立するとともに、業務改善や業務の共有化をすることで、職員の意欲向

上と組織としての更なる活性化を図る。 

 

 

① 時代に対応した機動的な組織・機構の構築 

② 職員定数と給与の管理 

③ 職員の能力・意欲の向上と人材育成 
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４ 健全な財政運営の保持 

 

 厳しい財政状況が続く中、社会経済情勢の変化と多様化する町民ニーズに柔軟に対

応し、継続的かつ安定的な行政サービスを提供するためには、健全な財政運営を保持

することが重要であることから、公債費負担の適正化を図るとともに、効果的な予算

の編成を行う。 

 新たな自主財源の検討や受益者負担の原則に立った使用料等の見直しによる歳入確

保を図る。また、今後、公共施設等の多くが老朽化し、建て替えや大規模改修等に係

る費用が大きな負担となることが予想されることから、計画的な財産の有効活用・処

分を進める。 

 

 

① 安定した財政運営の確立 

② 歳入確保の推進 

③ 財産の有効活用・処分 

④ 入札及び契約の適正化 
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○幕別町行政改革推進委員会設置条例 

昭和60年12月14日条例第24号 

改正 

平成12年９月29日条例第60号 

平成17年９月26日条例第37号 

平成27年12月18日条例第38号 

幕別町行政改革推進委員会設置条例 

（設置） 

第１条 社会経済情勢の変化に対応した簡素にして効率的な町政の実現を推進するため、幕別町行政

改革推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（任務） 

第２条 委員会は、町長の諮問に応じて、幕別町の行政改革の推進に関する重要事項を調査審議する。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員15人以内を以って組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

(１) 識見を有する者 

(２) 公募による者 

３ 委員の任期は３年とする。ただし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第４条 委員会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 会長に事故あるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、企画総務部において処理する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（忠類村の編入に伴う経過措置） 

２ 忠類村の編入の日（以下「編入日」という。）から平成19年３月31日までの間に限り、委員会の

委員の数については、第３条第１項の規定にかかわらず、18人以内とする。 

３ 編入日以後最初に委嘱される委員会の委員の任期は、第３条第３項の規定にかかわらず、平成19

年３月31日までとする。 

附 則（平成12年９月29日条例第60号） 

この条例は、平成13年１月１日から施行する。 

附 則（平成17年９月26日条例第37号） 

この条例は、平成18年２月６日から施行する。 

附 則（平成27年12月18日条例第38号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

t.kusakabe
スタンプ



番号 区　　　分 団体名 役職・氏名

1 ゆとりみらい２１推進協議会 会長　　大串　邦彦

2 幕別町商工会 副会長　樋渡　敦

3 幕別町協働のまちづくり検討委員会 委員長　若山　茂樹

4 幕別町忠類地域住民会議 委員長　森　徹

5 幕別町社会教育委員 委員長　原田　啓二

6 幕別町ＰＴＡ連合会 会長　　奥村　脩平

7 北洋銀行幕別支店 支店長　橋坂　英樹

8 幕別町消費者協会 会長　　杉山　月水

9 幕別平和運動フォーラム 会長　　飯塚　剛史

10 幕別町社会福祉協議会 会長　　高橋　平明

11 若菜　順

12 金野　忠

13 矢野　義則

14 木内　明雄

15 千葉　美由紀

識見を有する者

公募による者

幕別町行政改革推進委員会　委員名簿

※　任期：令和元年11月26日～令和４年11月25日

t.kusakabe
スタンプ


